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データ・情報基盤の今後の方向性の検討 

～国際動向調査とインタビュー調査を踏まえて～ 

文部科学省 科学技術・学術政策研究所 第 2 研究グループ 

要旨 

科学技術・学術政策研究所では、文部科学省の「科学技術イノベーション政策における『政策の

ための科学』」推進事業の一環として、エビデンスに基づく科学技術イノベーション政策の基礎とな

るデータ・情報基盤の構築と活用を推進している。その今後の方向性を明確化するために、デー

タ・情報基盤の国際動向や活用状況等の調査・検討を行った。 

国際動向についての調査により、データの標準化に向けた国際的な取組やデータの相互連結

とそれらの政策への活用に関する海外の動向を示した。また、国内の研究者等へのインタビュー

調査や関係機関の有識者による会合において、多くの専門家が指摘している重要課題は、①ミク

ロデータの活用、②複数データベースの接続、の２点である。さらに、③データ・情報基盤が単に

データ分析の基盤に留まるのではなく、政策評価に有効な基盤となることの重要性、が指摘された。

また、データ・情報基盤の構築に際しては、④研究者と政策担当者の相互交流と国際的な交流が

不可欠、との指摘がなされた。また、行政において通常の業務を進めるなかでデータが自然に

収集できるシステムを構築することの必要性が指摘された。 

 

 

Review of the future direction of data/information infrastructure  

- From studies of international trends and interview surveys - 

2nd Theory-Oriented Research Group, National Institute of Science and Technology 

Policy (NISTEP), Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology 

(MEXT) 

ABSTRACT  

The National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) is moving forward 

with the development and utilization of data/information infrastructure that will form 

the core of evidence-based scientific innovation policies, as part of the Science for 

RE-designing Science, Technology, and Innovation Policy (SciREX) project. To better 

clarify the future direction of this infrastructure, studies and reviews of international 

trends and utilization conditions of data/information infrastructure were conducted. 

Studies of international trends revealed international initiatives aimed at the 

standardizing data, and a shift occurring overseas related to more interconnected data 

and the utilization of policies designed to assist with this. Interview surveys of 

researchers and other academics in Japan, as well as meetings with key experts from 

relevant institutions have led to two main issues being raised by specialists: (1) The 



utilization of micro-data; and (2) The connection of multiple databases. Another point 

raised was the (3) Importance of data/information infrastructure becoming an effective 

framework for assessing policies, instead of merely a platform for analyzing data. One 

other area that drew attention was (4) Mutual interaction between researchers and 

policymakers, as well as international exchange would be essential for developing 

data/information infrastructure. The need to develop a system capable of collecting data 

naturally during ordinary administrative duties was also highlighted. 
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1. 背景と目的 

科学技術・学術政策研究所（以下、NISTEP）では、文部科学省の「科学技術イノベーシ

ョン政策における『政策のための科学』」推進事業の一環として、データ・情報基盤の構築

とその活用を総合的に推進している。 

本調査は、科学技術イノベーション政策のために必要性の高いデータを明確化するとと

もに、第 5 期科学技術基本計画の策定状況を踏まえ、データ・情報基盤の今後の方向性に

ついて検討することを目的とする。 

 

2. 調査の概要 

これまで NISTEP が構築してきたデータ・情報基盤や、近年の科学技術政策動向などを

考慮し、どのようなデータ・情報基盤の整備を進めるべきか、どのような分析課題に取り

組むべきかについて検討するため、以下の調査を実施した。 

 

（１）データ・情報基盤の整備・活用の国際動向についての調査・検討 

主要国などにおける科学技術イノベーション政策に関連した、データ・情報基盤の具体

的な活用状況や応用事例について調査した。特に Crossref や ORCID などの世界的なデー

タ標準化やオープンサイエンスの動向などを踏まえて、今後、NISTEP が構築すべきデー

タ・情報基盤の方向性について取りまとめた。 

 

（２）ORCID に関するセミナーの開催報告 

ORCID（Open Researcher and Contributor ID）は、世界中の研究者に対して一意な識

別子を与えることを目指している取組である。近年、急速に登録者数が伸び、注目されて

いる ORCID に関するセミナーを開催したので、その開催結果を報告した。 

 

（３）データ・情報基盤を活用する研究者・専門家へのインタビュー調査 

今後、どのようなデータ・情報を整備するべきか、またデータ・情報を活用してどのよ

うな分析課題に取り組むべきかを検討するために、データ・情報基盤を活用している、あ

るいは今後、活用する可能性がある大学・公的研究実施機関の研究者・専門家へのインタ

ビュー調査を実施し、その内容を取りまとめた。 

 

（４）科学技術イノベーション政策に関連付けられた指標に基づく考察 

最近、科学技術イノベーション政策においては、具体的な指標や目標値を設定し、政策

の実施状況等を定量的に把握しようとする取組が進んでいる。そのような取組により、デ

ータ・情報基盤は、現状把握や分析の基盤という機能を超えて幅広い役割を果たす可能性

がある。そこで、このような科学技術イノベーション政策に関連付けられた指標を整理し、
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それに基づき、今後のデータ・情報基盤構築について考察した。具体的には、科学技術基

本計画、科学技術イノベーション総合戦略に関係する指標について整理した先行調査を用

いて、各種指標・データを整理した。 

 

（５）データ・情報基盤構築の方向性の調査・検討 

データ・情報基盤構築の方向性について、総合的な調査・検討を行った。政府研究開発

ファンディングをはじめとする科学技術イノベーション政策関連の各種データ・情報基盤

について、いくつかの観点から情報を整理し、それに基づいて検討した。また、エビデン

スに基づく科学技術イノベーション政策を推進する基礎となるデータ・情報基盤を構築す

るにあたっての課題を検討した。 

 

3. データ・情報基盤の整備・活用の国際動向についての調査・検討 

主要国などにおける科学技術イノベーション政策に関連した、データ・情報基盤の具体

的な活用状況や応用事例について調査した。 

 

（１）STAR METRICS (Science and Technology for America's Reinvestment Measuring 

the EffecTs of Research on Innovation, Competitiveness and Science)  

 
米国連邦政府の研究開発投資への影響評価に有用なデータやツールのレポジトリを構築

するための、連邦政府、研究機関の連携プロジェクトである。 

 
表 3-1 STAR METRICS の概要 

名称 

STAR METRICS (Science and Technology for America's Reinvestment 
Measuring the EffecTs of Research on Innovation, Competitiveness and 
Science) 

運営主体 
National Institutes of Health (NIH) 及び National Science Foundation 

(NSF) (Office of Science and Technology Policy (OSTP)所管） 

設立年 2010 

参画状況 （主要

参加団体） 

・National Institutes of Health (NIH) 

・National Science Foundation (NSF) 

・Office of Science and Technology Policy (OSTP) 

・United States Department of Agriculture (USDA) 

・Environment Protection Agency (EPA) 

・Department of Energy (DOE) 

コンテンツ 

（主要メニュー） 

◆Federal RePORTER (連邦政府機関等（一部）の資金提供による研究プ

ロジェクトに関する情報のデータベース。PI 名、実施組織、所在地、プロ

ジェクト期間等で検索。プロジェクト概要、成果概要等が表示される。） 

（出所）https://www.starmetrics.nih.gov/ 
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図 3-1 STAR METRICS のトップページ 

（出所）https://www.starmetrics.nih.gov/ 
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（２）CSSIP (Center for the Science of Science & Innovation Policy) 

 
米国において、科学研究資金配分機関や研究機関に対し、各機関の研究についての理解

を深めるための支援を行っている。科学関連への投資の結果を説明する科学的根拠が得ら

れるよう、実施可能で、オープンソースであり、低コスト、柔軟性の高いプラットフォー

ムを構築している。 

 
表 3-2 CSSIP の概要 

名称 CSSIP (Center for the Science of Science & Innovation Policy) 

運営主体 American Institutes for Research 

参画状況 （主要

参加団体） 

・Alfred P. Sloan Foundation 

・United States Army Research Laboratory (ARL) 

・Committee on Institutional Cooperation (CIC) 

・Institut National du Cancer 

・Institute for Social Reserach 

・Fundación Española para la Ciencia y la Tecnología (FECYT) 

・National Science Foundation (NSF) 

・United States Department of Agriculture (USDA) 

・Observatoire des Sciences et des Techniques (OST) 

・United States Patent and Trademark Office (USPTO) 

・Australian National University 

・The University of Melbourne 

・California Institute of Technology (Caltech) 

・University of Michigan 

・The Ohio State University 

コンテンツ 

（主要メニュー） 

成果・活動等の例 

◆論文・報告 （例） 

・科学の分類方法 

・STAR METRICS の欧州への応用 

・ビッグデータに関する議論 

・よりよい研究資金配分方法 

・科学政策の科学シンポジウム概要 

◆会議等 （例） 

・科学政策の科学に関するワークショップ 

・米国議会上院における証言 

・UMETRICS イニシアティブ（大学における研究指標等に関するイニシ

アティブ）との連携 

（出所）http://cssip.org/ 
 

－4－



 
図 3-2 CSSIP のトップページ 

（出所）http://cssip.org/ 
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（３）RISIS (Research Infrastructure for Science and Innovation Studies) 

 
欧州において、研究・イノベーション動向・政策等関連のデータの分散型インフラを構

築することが目的であり、次の 3 つの方法を用いている。 

 OECD の統計データ収集の対象範囲外のデータセットを公開 

 研究・イノベーション問題に関する特別なデータセットの構築・処理に役立つオー

プンプラットフォームの開発 

 既存の性質の異なるデータセット間の相互接続・統合を促進させる、自由に利用可

能な調和的レファレンスの開発 

 
表 3-3 RISIS の概要 

名称 RISIS (Research Infrastructure for Science and Innovation Studies) 

運営主体 RISIS Consortium 

設立年 2014 (2017 までの 4 年間活動予定） 

参画状況 （主要

参加団体） 

・Université Paris-Est Marne-la-Vallée 

・VU University Amsterdam 

・The University of Manchester 

・Leiden University 

・USI: Università della Svizzera italiana 

・University of Sussex 

・AIT: Austrian Institute of Technology 

・Nordic Institute for Studies in Innovation, Research and Education 

・Consiglio Nazionale delle Ricerche 

・Politecnico di Milano 

・iFQ: Institute for Research ・Information and Quality Assurance 

・CSIC: Spanish National Research Council 

コンテンツ 

（主要メニュー） 

◆Datasets Portal 

・EUPRO – Database on European Framework Programmes 

・The CIB (Corporate Invention Board) dataset 

・ETER Dataset 

・JOREP Dataset 

・Leiden Ranking Dataset 

・Mobility Survey of the Higher Education Sector (MORE I) dataset 

・Nano S&T dynamics database 

  他 

◆SMS (Semantically Mapping Science) Platform (科学・イノベーション

システム等の様々なデータの評価、結合、分析を支援するプラットフォー

ム） 

◆Cortext Platform 

（出所）http://risis.eu/ 
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図 3-3 RISIS のトップページ 

（出所）http://risis.eu/ 
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（４）Crossref 

 
Crossref は学術資料にデジタルオブジェクト識別子（DOI）を割り当てている国際的プ

ロジェクトである。ファンドに識別子を与える FundRef（旧名称）は Crossref のインフラ

を活用した派生プロジェクトである。 

 2013 年 2 月に米国科学技術政策局（OSTP）は、一定額以上の研究助成を行っている連

邦政府機関に対して、助成を受けた研究成果へのパブリックアクセスを促進させるための

計画案を策定するようにとの指令を出した1。しかし、出版社自体は連邦政府から直接の助

成を受けているわけではないので出版社には効力が及ばないという問題があった。 

この問題の解決に Crossref は大きく寄与しようとしている。 

出版社・学協会などによる官民イニシアティブである CHORUS（Clearinghouse for the 

Open Research of the United States）は、政府の助成を受けた研究成果論文へのパブリッ

クアクセスの実現をめざしている。CHORUS は、FundRef（旧名称）を利用して助成を受

けた研究成果の雑誌論文を見つけ、その助成した政府機関に雑誌論文や更新情報の存在を

知らせる。また、CHORUS が提供する API サービスによって、政府機関は雑誌論文のメ

タデータや DOI を自機関のシステムに追加し、分散型のパブリックアクセスモデルを構築

し、最新バージョンの雑誌論文へのアクセスを提供することができる。 

 新ブランド戦略の一環として、従来の CrossRef という表記は Crossref に変更された。

また、従来 FundRef と呼んでいたものは Crossref Open Funder Registry（研究助成機関

データベース）と Funding Data（研究助成データ）と呼ぶことになった。 

 
表 3-4 Crossref の概要 

名称 Crossref  

運営主体 Crossref 

設立年 1999 

参画状況 （主要

参加団体） 

出版社・学会等： 5,322 

メンバー（投票権保有）： 1,300 

図書館：1,976 

コンテンツ 

（主要メニュー） 

・Cited-by Linking (論文等がどのように引用されているのかが分かるサー

ビス。利用者は、自分が引用した論文の情報を提供。） 

・CrossCheck （剽窃防止のためのデータベース） 

・CrossMark （論文が最新版か（改訂版が発表されていないか）等を確

認できるサービス。） 

・Crossref Metadata Services （Crossref のメタデータを提供。）  

・Funding Data (論文等の研究資金提供者情報を提供。） 

（出所）http://www.crossref.org/ 
 

                                                  
1 時実象一、集会報告 2015 年 Crossref 年次総会、情報管理 Vol. 58 (2015) No. 11 P 862-864 
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図 3-4 Crossref のトップページ 

（出所）http://www.crossref.org/ 
 

  

－9－



（５）ORCID （Open Researcher and Contributor ID） 

 
世界中の研究者に対して一意な識別子を与えることを目指している。また、それを通じ

て、研究に関する各種のデータ・情報を個別の研究者を単位として相互に連結する仕組み

の実現を目指している。なお、トムソン・ロイター社は、2008 年から自社で ResearcherID

を提供してきたが、現在では ResearcherID と ORCID の連携を提供している。 

NISTEP では、ORCID に関するセミナーを 2016 年 6 月 2 日に開催した。登録者数が急

速に伸びている（10 万人／月）ORCID の特長や、日本での導入に向けた見通しなどを議

論した。当日の配布資料と質疑応答の内容等を以下の Web サイトから公開している。また、

本報告書の第 4 章と付録にこのセミナーの内容をまとめた。 

 
http://www.nistep.go.jp/research/scisip/data-and-information-infrastructure/orcid 
 

表 3-5 ORCID の概要 
名称 ORCID （Open Researcher and Contributor ID） 

運営主体 ORCID 

設立年 
2009（イニシアティブ発足） 

2010（法人発足） 

参画状況 （主要参

加団体） 

研究者（個人）、大学、国立研究所、民間研究機関、研究資金提供者、出

版社、科学関連省庁、データレポジトリ等 

（http://orcid.org/about/community/members） 

 
2016/8/12 時点で、 

ライブ ORCID iD は 2,451,547、 

少なくとも 1 つの研究業績を伴う ORCID iD は 503,556 

最新情報は（https://orcid.org/statistics）を参照のこと 

コンテンツ 

（主要メニュー） 

・登録、ユーザ情報入力、ID 利用 

（出所）http://orcid.org/ 
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図 3-5 ORCID のトップページ 
（出所）http://orcid.org/ 
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（６）CIS (Community Innovation Survey)の個票データ 

 
CIS は EU 加盟国が実施している統計調査であり、それ自体は一般的な意味でのデータ・

情報基盤ではないが、個票データの外部提供を行っている事例として注目に値する。 

CIS は、我が国における「全国イノベーション調査」と同様に、企業におけるイノベー

ション活動に関する調査であり、隔年で実施されている。 

企業種別ごとのイノベーションの度合い、イノベーションの進展状況に関する様々な局

面（目的、情報源、公的資金配分、イノベーション関連支出等）に関する情報を調査して

いる。結果は、国別、イノベーションの主体の種類別、経済活動別、規模別等の統計とし

て公表している。 

調査結果は通常、調査対象期間の 2 年半後に発表している。 

CIS では、研究目的であれば個票のデータを入手することも可能である2。 

 
表 3-6 Community Innovation Survey の概要 

名称 Community Innovation Survey 

運営主体 Eurostat 

設立年 1991 

参画状況 （主要参

加団体） 

EU 加盟国及び ESS 加盟国。（参加は任意。調査には全加盟国が参加して

いるわけではなく、調査年度によって参加国が異なる。） 

コンテンツ 

（主要メニュー） 

2012 年調査の主要項目 

1. 企業概要： 活動地域、合併・買収等の有無、等 

2. 製品（モノ・サービス）のイノベーション： イノベーションの実績、

上市状況、世界・地域初製品等の有無、等 

3. プロセス・イノベーション： 実績、開発主体、等 

4. 進行中・停止したイノベーション活動 

5. 製品・プロセスイノベーションの活動・支出： 社内・社外研究開発、

市場投入、等 

6. 情報源、連携 

7. 自社製品・プロセスイノベーションの競争力 

8. 組織のイノベーション 

9. マーケティング・イノベーション 

10. 公共調達とイノベーション 

11. 戦略・阻害要因 

12. 企業基本情報： 売上、従業員数等 

（出所）http://ec.europa.eu/eurostat/web/microdata/community-innovation-survey 

 

 

  

                                                  
2 http://ec.europa.eu/eurostat/documents/203647/771732/How_to_apply_for_microdata_access.pdf 
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（７） 国際動向から得られる知見 

 
（１）～（６）の事例から、今後の我が国のデータ・情報基盤整備にも重要となる次の

ような傾向を見ることができる。 

 
（ａ）国際的な取組 

単独の機関による取組ではなく、CIS のように標準化した調査を実施したり、RISIS の

ようにプラットフォームを共同で活用するなど、複数国や複数機関での共同での取組が行

われている。 

 

（ｂ）様々なサービスのプラットフォームとなる ID 

識別子である ORCID、Crossref のように、複数のデータベースを連結するための ID を

発行する取組が行われている。こうした番号体系がプラットフォームとなり、例えば、フ

ァンドに識別子を与える派生サービスが生まれたり、トムソンロイター社の WoS で活用で

きたりしている。 

こうした IDについても単独機関ではなく、国際的に複数の機関が参画して取り組まれて

いる。 

 

（ｃ）データの再利用 

STAR METRICS、CSSIP、RISIS においては、新たにデータを収集すると言うよりも、

既に収集されているデータを再利用することによってデータベースを実現しようとしてい

る。また、たとえば CIS では研究目的に限って個票の利用も可能である。 

データベースを構築するために独自にデータを収集するのではなく、既存の調査や統計

と連携してデータを収集したり、異なった形での活用方法を可能とするアプローチは効果

的・効率的と考えられる。 
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4. ORCID に関するセミナーの開催報告 

研究者識別子 ORCID（Open Researcher and Contributor ID）については、第３章「デ

ータ・情報基盤の整備・活用の国際動向についての調査・検討」の（５）でも記したが、

ORCID の宮入氏に、ORCID について紹介していただく機会を得て、セミナーを開催した。

以下、開催したセミナーの内容について記す。 

 

【開催概要】 

○日時： 2016 年 6 月 2 日（木） 15 時 00 分～16 時 15 分 

○場所：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 大会議室 16B 

（東京都千代田区霞が関 3-2-2 中央合同庁舎第 7 号館東館 16 階） 

○演題：「国際研究者識別子 ORCID：研究助成機関における実装可能性」 

○講演者：宮入 暢子 ORCID Inc.  

司会：富澤 宏之 科学技術・学術政策研究所 第２研究グループ 総括主任研究官 

○講演趣旨 

科研費などに応募するときに、研究者を識別するために研究者番号を記載する。組織に

よってそれぞれ決められている研究者番号があるが、国際的な研究者番号付与を目指す取

組として ORCID（Open Researcher and Contributor ID）がある。ORCID は、3 年前か

らサービスが開始された後、急速に登録者数が伸びており、現在 220 万人を超えている。 

このように急速に利用されるようになったのはなぜか。どのような仕組みなのか。今まで

利用しているものと繋げられるのか、将来どのようなことができるようになるか、といっ

たことを知るために、国際非営利組織 ORCID の宮入氏に ORCID について紹介していただ

いた。 

○関連資料 

（ORCID 日本語記事）http://doi.org/10.1241/johokanri.59.19 

（ビデオ・米国 NIH による SciENcv での ORCID 導入事例） 

https://www.youtube.com/watch?v=G_cKSRr7TJ4 

○セミナー終了後、発表資料等については以下の NISTEP データ・情報基盤 Web サイトで

公開している。 

http://www.nistep.go.jp/research/scisip/data-and-information-infrastructure 

  

【背景説明】 

司会：当研究所ではデータ・情報基盤の構築を進めており、政府の研究開発投資の効果を

エビデンスとして示せるようにすることがその目的の一つである。そのために研究ファン

ディング機関の実務者を中心とした会合を持っている。そのなかで、ORCID の勉強をした

いとの議論があった。そこで、ORCID の宮入氏をお招きし、本セミナーの開催に至った。 
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【宮入氏の発表】 

付録 「ORCID に関するセミナー発表資料 『国際研究者識別子 ORCID : 研究助成機関 

    における実装可能性』 宮入暢子」 参照のこと 

 

【質疑応答】 

質問者 1：ORCID には論文のリンク情報が送られているとのことであるが、特許等の研究

成果としてはどのようなものが入っているのか。 

宮入氏：特許については今年のターゲットとなっており、ORCID を特許にも繋げていきた

いと考えている。米国特許商標庁（USPTO）とは既にワーキングディスカッションが始ま

っている。また、オーストラリアでは lens（https://www.lens.org/lens/）というサービスで、

特許の発明人や、特許に引用されている文献の著者に ORCID を付与する試みがある。 

質問者 1：研究者が起業した会社の情報、大学発ベンチャーに関する情報はあるか。 

宮入氏：まず、それをどういった業績と見做すか、次に ORCID のフォーマットとしてどう

記録するか、という問題として考える必要がある。ORCID のデザインフォーマットは、実

は ORCID からデザインしたものは何一つなく、すべてコミュニティ側から提案されたもの

である。ORCID はユーザからの受け皿として、要請にしたがって話し合いながら必要であ

れば追加する。 

富澤氏：研究成果を把握する立場からすると研究者に ID をつけて分析できればいいのはわ

かるが、他の国でも研究成果の把握の観点から義務化したのか。 

宮入氏：国によってさまざまである。イタリアは 2016 年末までに、公的機関に所属するす

べての研究者が ORCID に登録し、過去 10 年分の業績を記録することを義務化した。その

意図を考えると、研究評価に必要なデータではないかと思われる。一方、オーストラリア

では、コンソーシアムが立ち上がり、そのワーキンググループの中で議論して包括的な構

想を描き ORCID のメリットが享受できることを確認し進めている。また、台湾では、大学

が集まれば経費が安くなることから、5 大学が集まり自主的に進めている。 

これら外国の例を見ると、日本でORCIDのメリットをORCID側が説明するのではなく、

コミュニティが形成されその中で議論いただき進んでいただきたいと思う次第である。 

質問者 2：物質・材料研究機構（NIMS）の本格実装は個別対応とのことであるが、一般に

は、個別では大変だが組んでやれば負担が軽減されることを言っているのか。 

宮入氏：まさにそのとおりである。数がまとまるとメリットは大きい。NIMS は内部に

ORCID に対応できるスタッフがいたので単独で進められた。しかし、小さな大学や学会で

はそのような人材がいるとは限らない。また、費用負担も軽視できない。そこで、コンソ

ーシアムを形成すれば、窓口が１つとなるので事務作業は著しく軽減され、海外送金のリ

スクも会員組織ごとに負う必要はなくなる。また、コンソーシアム内の費用分担等には

ORCID は関わらないので、会員組織の規模等で費用負担を案分することもコンソーシアム

内で決定できる。 
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質問者 3：ORCID の ID を使った分析例はあるか。 

宮入氏：分析にはある程度のデータ蓄積が必要と思われる。ORCID の歴史が浅いこともあ

り、残念ながら分析例は把握していない。ただし ORCID の ID を入力することで論文リス

ト、被引用数等を Web から見られるものがある。PubMed Central のヨーロッパ版である

Europe PubMed Central がその例である。既にグラフ化するインターフェースができてい

るので、ダイナミックな分析が手軽にできる。 

（例：http://europepmc.org/authors/0000-0001-5109-3700）参考にしていただきたい。 

質問者 4：複数著者にはどういうプロセスで認証させるのか。 

宮入氏：原稿投稿システムを例にとると、まず代表著者が投稿時に自分の ORCID を紐付け

ることにより、自分の名前やメールアドレスは ORCID に記録したものと同期できる。共著

者についても、名前やメールアドレスといった情報が必要となるが、それらをマニュアル

入力する代わりに ORCID の入力を促すメッセージを送信できる。そのメッセージを受信し

た共著者は、自身の ORCID を認証登録する。本人確認が取れない場合には投稿者が登録す

ることもできるが、ORCID はあくまで研究者本人がどのシステムに対して自身の情報の読

み取り許可を与えるかを決めるので、本人により認証されていない ORCID について出版社

が情報にアクセスすることはできない。 

質問者 5：ORCID 側から情報が流出したときに、DOI と ORCID の紐付いた情報が流出す

ることになる。このあたりの法的対応を考えて及び腰になる機関が日本には多いのではな

いかと危惧している。何か対応を考えているか。 

宮入氏：研究業績とその著者のリンクというのは ORCID の中でユニークに持っているもの

ではない。すなわち、その情報自体は既に公開された情報であり、ORCID ではそれが流出

しても大きな問題になるとは想定していない。 

ORCID のデータには、バイオグラフィーなど、一般には見えないが信用した相手に ID

を渡し見ることができるものが含まれている。この情報が設定間違い等で外にでることは

あり得る。その場合、ORCID 側がどう対応するかについては、セキュリティポリシーに記

述し、これを実施することで対応する。セキュリティポリシーは Web で公開されており、

ORCID に登録いただくときに承認いただいている。 

日本では機関からの登録が進んでいないため、自動的にデータがアップデートされる

ORCID の本来のメリットが研究者に享受できていないのが残念である。 
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5. データ・情報基盤を活用する研究者・専門家へのインタビュー調査 

 

5.1 調査方法 

（１）調査対象 

NISTEP データ・情報基盤の利用実績がある、または今後の利用が期待される研究者を対

象とした。対象者抽出にあたっては、科学技術や経済に関するデータを研究で活用している

ことに加え、各研究者の用いているデータの種類や研究分野の違いに配慮した。現状の法規

制等の制約に縛られることなく自由に意見を述べていただいた。その結果として、直ちに実践

できないものも含まれている。 

インタビュー調査対象者は以下の 7 名とした。 

 

表 5-1 インタビュー調査対象者 

氏名 所属・職位 

（インタビュー時） 

データを活用した 

研究テーマ概要（近年の一例） 

大向 一輝氏 国立情報学研究所

准教授 

 セマンティック・ウェブの研究成果の学術デー

タへの取り込み 

 公共・自治体セクターによるデータ公開の際の

データ構築の支援 

 KAKEN のデータの検索性向上のための研究

岡室 博之氏 一橋大学 

経済学研究科 

教授 

 自治体へのアンケートやインタビューと製造業

へのアンケートによる県や市の産学連携の支

援施策の効果分析 

 企業等のミクロデータによるイノベーションやア

ントレプレナーシップの要因と成果の分析 

 科学技術政策（クラスター政策）の評価と国際

比較 
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氏名 所属・職位 

（インタビュー時） 

データを活用した 

研究テーマ概要（近年の一例） 

齊藤 有希子氏 独立行政法人  

経済産業研究所 

上席研究員 

 企業間取引データ、企業間の資本関係デー

タ、特許データ等を用いた企業間ネットワーク

の分析。（特許データについては、発明者デー

タベースを構築し、発明者の異動と組織の生

産性の関係を NISTEP 所属の研究者と共同で

実施。） 

西村 淳一氏 学習院大学  

経済学部経済学科 

准教授 

 博士号取得者に対するアンケート調査を用い

た、研究室での教育とモビリティ、論文、特許

等の関係分析 

 研究開発コンソーシアムの参加企業へのアン

ケート調査結果を用いた、組織形態、リーダー

シップ、政府のモニタリング・評価と企業のパフ

ォーマンス（商業化・知識の吸収）の関係の研

究 

山下 泰弘氏 国立研究開発法人

科学技術振興機構

情報企画部情報分

析室 ソリューション

提供グループ  

研究員 

 科学技術振興機構が保有する JREC-IN や

Researchmap 等の各種データ整備や他研究

機関との共同研究の検討・実施 

 JDream サービス等を含む、各種科学技術文献

情報の提供事業の活用方策の検討 

渡部 俊也氏／ 

吉岡 徹氏 

※同時にインタ

ビューを実施 

東京大学政策ビジョ

ン研究センター 教

授／ 

一橋大学イノベーシ

ョン研究センター 特

任講師 

 特許データを利用して、研究開発などのコンソ

ーシアムの分析 
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（２）調査項目 

以下のように、調査項目を設定した。 

 

表 5-2 インタビュー調査項目 

現在の研究内容 

 自身および指導学生の研究概要（テーマ、内容、目的） 

 研究におけるデータ利用・作成状況（データの内容・ソース、分析手法など） 

 学生教育におけるデータ・情報基盤の活用状況 

 データ・情報基盤利用上の課題 

データ・情報基盤への要望 

 さらに研究を充実させるために必要なデータ・情報の内容（NISTEP に限らず） 

 （NISTEP データ・情報基盤を利用したことがある場合） 

利用によるメリット、および今後改善すべき点 

政策ニーズとデータ・情報基盤の関係 

 科学技術イノベーション政策において、現在および将来に重要と思われる課題 

 上記重要課題の解決に貢献しうる研究テーマ、データ・情報基盤 

 

5.2 調査結果 

以下に、インタビュー調査結果を回答内容に従って類別し、以下に示す。 

（１）個票データの入手可能性の向上 

個票データの入手可能性がデータ・情報基盤を活用した研究を進める上で重要な点とし

て指摘された。その上で、日本の統計調査等の個票データの入手可能性の向上への要望が

挙げられた。 

 
 研究の進めやすさは、データが入手しやすいかどうかにかかっている。条件つきで

も良いので、研究用に官庁統計の個票データを自由に使えるようにして欲しい。ヨ

ーロッパでイノベーション研究に取り組む研究者の多くは、”Community 

Innovation Survey ” （CIS）を利用している。登録してすぐ使えるため、学生も利

用している。こうした状況のままだと、日本の研究者、若手研究者の研究の機会が

制約される。個票データの利用しやすさの差が海外との研究格差につながりかねな

い。 

 個票を利用したい統計としては、全国イノベーション調査、企業活動基本調査（企

業の研究開発支出、ライセンス）、経済センサス（特に活動調査）、工業統計、科学

技術研究調査、特許庁の知的財産調査が挙げられる。 

 日本の統計情報は、世界に冠たるものだが、データが役所に死蔵されている。研究

者が政策分析をする手続きがないと情報が有効に使われたと言えない。もっと国民
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にとっての有効利用を考えるべきではないか。 

 

（２）研究人材に関するデータ・情報の充実 

研究人材の分析を進めるにあたり、研究人材のデータベースの範囲、データベースの項

目、データベース間の共有などに関して、要望が挙げられた。 

 
 研究者の分析を行うために、理想としては、研究職に関する研究者データベースが

あると良い。学歴、キャリア、移動情報がわかると良い。researchmap があるが、

情報が更新されていない場合がある。 

 助教からではなく、博士課程在籍、修士課程在籍からわかると良い。在籍時の研究

室の規模などがわかると分析に利用できる。 

 NISTEP の研究者からの依頼などで、NISTEP とは共同研究ベースでの活動を行っ

ており、その範囲で JST が保有しているデータ・ノウハウが共有されている。ただ

し、NISTEP の研究者が分析対象としたいデータのなかには、例えば JREC-IN 

Portal の求人データ中に含まれる個人名等の外部提供できないものもあり、その部

分は共有対象外とせざるを得ない制約はある。 

 グローバル化が進むなか、国籍データは重要である。例えば、イノベーションの生

産性を高めるため、最適な多様性の内容・程度などを、国籍データを利用して分析

できると良い。 

 

（３）研究のインプットに関するデータ・情報の充実 

研究のインプットに関するデータ・情報（施策情報、ファンディングやその結果に関す

る情報など）について、データベースの範囲、データベースの項目などの要望が挙げられ

た。 

 
 ファンディングの対象となった企業（採択された企業）だけではなく、（採択されな

かった企業も含めた）応募情報も知りたい。標準的な政策効果の分析では、助成を

受けた企業と受けていない企業、受けた前後を比較するが、現状では採択企業は分

かっても、応募しなかった企業と応募して採択されなかった企業を識別できない。

また、海外では採択審査の評点を政策効果の分析に用いることが多い。 

 採択された研究者だけではなく、落ちた研究者も含めたデータベースがあると、分

析ができる。日本では、採択されなかった応募者の情報は削除してしまうと聞いて

いる。匿名化したデータでよいので、利用できると分析できる。 

 補助金事業の統合データベースがあると良い。事業リストも公開している自治体と

していない自治体がある。事業名、担当している官庁、事業の目的、対象者（中小

企業、業種前提）、応募条件（として域内に本社を持つかなど）、補助率（2/3、全額、

1/2 など）、限度額、対象機関、費目、概算払いかどうか、モニタリングの頻度（中

間評価）、成果、評価の方法、採択された事業者名等がわかると良い。 

 自治体のイノベーション施策の効果を調べているが、施策のデータベースとして、
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ミラサポ（中小企業庁の委託により運営されている、全国 385 万社の中小企業・小

規模事業者とその支援を行う支援機関や専門家のためのインターネットサービス 

https://www.mirasapo.jp/）はあるものの、施策が網羅されているわけではなく、政

策分析のデータベースとしてはまだ不十分である。 

 

（４）研究のアウトプットに関するデータ・情報の充実 

研究のアウトプットに関するデータ・情報（特許や論文に関する情報など）について、

データベースの範囲などの要望があった。特許と論文の関係性や、共著のネットワークな

ど、データベース間の連携へのニーズは、複数者から挙げられた。 

 
 査読付きのトップジャーナルだけではなく、日本語の論文や、ジャーナル以外のま

とめも含めた論文のデータベースがあると良い。 

 技術と学問の関係を見るために、特許と論文の引用関係を示すデータベースがある

と良い。 

 産学の論文の共著によるネットワークがわかると良い。大学と企業という組織間で

はなく、どの先生とネットワークで結びついたかがわかると良い。 

 特許の発明者個人単位のデータが必要である。これがあれば、研究生産のメカニズ

ムを個人単位で分析できる。 

 

（５）教育用のデータ・情報基盤の構築 

学生がデータ分析の知見を身につけるための教材としてのデータ・情報基盤整備の要望

が、複数者から挙げられた。 

 
 学生が統計分析を身につけるための実習として、こうしたデータでこうした手法で、

こうした結果が出るとわかる教材があると良い。ケース分析の事例は多いが、デー

タと実証分析を組み合わせた教材はない。 

 実証研究に関する教育をどうするかが問題である。例えば、特定技術領域を抽出し

た数千～数万行程度の教育用特許データなどを整備できれば、教育上非常に良い。 

 学生の研究でもミクロデータの分析が基本ではあるが、どうしても分析用データの

入手が難しい場合、都道府県別、産業別、地域別といったセミマクロデータで分析

せざるを得ない。しかし、そうしたデータでできることは限られており、産業別の

分析は 20 世紀にやり尽くされている。 

 

（６）データ・情報の活用促進のための要望 

データ項目名の統一、機関名や個人名の名寄せデータの充実、データ・情報基盤構築の

背景情報の充実などの要望が挙げられた。 

 
 自治体や研究機関のデータ管理・二次利用を進めるなかで、例えばデータのカラム
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（項目名）が「価格」「値段」「プライス」といった形で揺れており、こうしたケー

スの解釈にもコストがかかる。 

 機関名や個人名の変遷を追った名寄せデータは研究基盤として必要である。市町村

名の変遷データなども地味だが重要である。 

 データ基盤のユーザを増やすには、整備したデータの品質・精度が担保されている

こと、もしくはそれが判断できるような情報（データ作成のためのコード、コード

のミス等をチェックする仕組み）が公開されていることが非常に重要である。 

 

（７）データ・情報基盤の運用方法の改善 

整備後のデータ・情報基盤の運用に関して、研究者が利用するにあたっての費用や手続

きに関して改善の要望が示された。また、1 つのデータ・情報基盤の広がり（横の広がり：

他のデータ・情報基盤との連携、縦の広がり：時系列データの構築）に対しても要望が挙

げられた。 

 
 平成 27 年度から開始された地域経済分析システム（RESAS）では、内閣府まち・

ひと・しごと創生本部と経済産業省地域経済グループが連携して政策基盤データベ

ースの構築を行っている。政府統計および民間企業からの収集したデータが蓄積さ

れており、有用なデータベースとなる。しかし、現状では RESAS のプラットフォー

ムからの情報提供のみであるため、政策立案のためのエビデンスを得るためにも、

研究者がデータに直接アクセスし、分析するための仕組みが重要であり、検討され

ている。 

 データの入手が、ワンストップでできると良い。統合データベースがあると良い。

現状は、細々と不完全なデータベースが乱立している印象を持っている。 

 異なる機関間でのデータ共有には限界があるため、機関間での人材交流（出向等）

によって各機関がもつデータのノウハウなどを習得しデータを扱える人材を育成す

ることも考えられる。 

 データ基盤に掲載されるデータは、完全に精査されていないデータであっても更新

頻度が高いほうが良い。 

 

（８）NISTEP データ・情報基盤へのニーズ 

データ・情報基盤への要望で記述した全般的なデータ・情報基盤への要望に加え、特に

NISTEP のデータ・情報基盤に対して、以下のような要望が挙げられた。 

 
 NISTEP で取り組まれている博士人材データベースは活用していきたいと考えてい

る。 

 企業の合併、分割等の経歴は、民間で調べている例もあり、あえて NISTEP がこう

したデータを整備する理由を明確にする必要があるのではないか。 
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6. 科学技術イノベーション政策に関連付けられた指標に基づく考察 

第 5 期科学技術基本計画は 2016 年 1 月に閣議決定された。第 5 期科学技術基本計画では

新たに主要指標や目標値が設定され、さらに、本計画実施期間中に本計画を支える政策目的・目

標（レイヤー2）に関する指標が検討されることが決まった3。現在、内閣府では第 5 期科学技術基

本計画の推進のための指標が検討されており、文部科学省等でも科学技術・学術審議会 総合政

策特別委員会4 等で検討されている。  

本章の構成は以下のとおりである。まず、科学技術基本計画は、科学技術イノベーション総合戦

略5、あるいは日本再興戦略といった予算策定プロセスに繋がり、PDCA サイクルを循環させること

で実効性あるものにしていくことが想定されており、これを実現するためには、科学技術基本計画

で設定された指標体系が、重要な機能を担っていることを示す。次に、第 5 期科学技術基本計画

本体に記載された主要指標、想定される指標体系について紹介する。最後に、実際に構築可能

と考えられるデータ・情報基盤に関して第 4 期科学技術基本計画に関係する指標について整

理した先行調査を用いて、各種指標・データを整理した結果を示す。 

 

6.1 第 5 期科学技術基本計画における PDCA サイクルと指標体系 

PDCA サイクルとは、Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の 4 

段階を繰り返すことによって、業務を継続的に改善する手法である。 

科学技術イノベーション総合戦略 2016【概要】6 では、冒頭に、 

 第 2 次安倍政権発足以来、成長戦略の一環として科学技術イノベーション総合戦略

を毎年度策定し、閣議決定 

 科学技術基本計画の中長期の方針の下、科学技術イノベーション総合戦略において

各年度に重きを置くべき項目を明確化 

 両者を一体的に運用することで、政策の PDCA サイクルを確実なものとし、実効性

ある科学技術イノベーション政策を推進 

とあり、5 年ごとの基本計画と毎年度の科学技術イノベーション総合戦略とを一体的に運

用し、政策の PDCA サイクルを循環させて実効性あるものにしていくことが記されている。 

「経済財政運営と改革の基本方針 2016～600 兆円経済への道筋～」（H28.6.2 閣議決

                                                  
3 8 頁「第 5 期基本計画の進捗及び成果の状況を把握していくため、主要指標を別途定めるとともに、達

成すべき状況を定量的に明記することが特に必要かつ可能な場合には本基本計画の中に目標値を定め、主

要指標の状況、目標値の達成状況を把握することにより、恒常的に政策の質の向上を図っていく。」とある。 

http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5honbun.pdf 
4 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu22/index.htm 
5 平成 25 年に閣議決定された科学技術イノベーション総合戦略、平成 26 年の科学技術イノベーション総

合戦略 2014、平成 27 年の科学技術イノベーション総合戦略 2015 に続き、平成 28 年 6 月 2 日に科学技術

イノベーション総合戦略 2016 が閣議決定された。 
6 http://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2016.html  
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定）7 では 第 2 章「成長と分配の好循環の実現」のなかで、「600 兆円経済の実現に向けて、

成長戦略8 の進化・実現に取り組む。」としている。また、第 4 章「当面の経済財政運営と平成

29 年度予算編成に向けた考え方」では、「科学技術については、『第 5 期科学技術基本計画』

に基づき、官民合わせた研究開発投資で GDP 比 4％以上（政府 1％）を目指す。そのなか

で、民間資金の導入が一層促進されるよう、制度整備等を行いつつ、政府研究開発投資を行

う。あわせて、PDCA をしっかりと回し、重点化を図っていく。」と予算編成において PDCA サ

イクルを重視する考えが示されている。 

このように、第 5 期科学技術基本計画で示された中長期の方針が、各年の科学技術イノベ

ーション総合戦略、日本再興戦略などと連動し、政府の予算編成、執行のサイクルと繋がり、

実効性をもつことが想定されている。 

第 5 期科学技術基本計画においては、「主要な政策目的・目標（レイヤー1）」に対する主

要指標や目標値が表 6-1 表 6-2 のとおり設定されている。さらに第 5 期基本計画実施中には

「計画を支える政策目的・目標（レイヤー2）」に関する指標が検討・策定することが予定

され（図 6-1）、実際に、内閣府では第 5 期科学技術基本計画の推進のために指標が検討され、

文部科学省でも、科学技術・学術審議会 総合政策特別委員会 において、基本計画の章ごとに

指標について、具体的で詳細な検討が開始されている9。 

  

                                                  
7 http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2016/decision0602.html 
8 「日本再興戦略 2016」（H28.6.2 閣議決定） 

 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/2016_zentaihombun.pdf 

9 文部科学省 科学技術・学術審議会 総合政策特別委員会 （第 13 回、H28.6.14 開催） 資料 1-9 「第 5 期科

学技術基本計画の進捗状況を把握するための指標について」  
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表 6-1 第 5 期科学技術基本計画における主要指標 

政策目的 主要指標 

未来の産業創造と社会変革に

向けた新たな価値創出 

 非連続なイノベーションを目的とした政府研究開発プ

ログラム（数/金額/応募者数/支援される研究者数） 

 研究開発型ベンチャーの出口戦略（IPO 数等） 

 ICT 関連産業の市場規模と雇用者数 

 ICT 分野の知財、論文、標準化 

経済・社会的課題への対応 課題毎に特性を踏まえ以下の観点でデータを把握 

 課題への対応による経済効果（関連する製品・サービ

スの世界シェア等） 

 国や自治体の公的支出や負担 

 自給率（エネルギー、食料自給率等） 

 論文、知財、標準化 

科学技術イノベーションの基盤

的な力の強化 

 任期なしポストの若手研究者割合 

 女性研究者採用割合 

 児童生徒の数学・理科の学習到達度 

 論文数・被引用回数トップ 1%論文数及びシェア 

 大学に関する国際比較 

イノベーション創出に向けた人

材、知、資金の好循環システム

の構築 

 セクター間の研究者の移動数 

 大学・公的研究機関の企業からの研究費受入額 

 国際共同出願数 

 特許に引用される科学論文 

 先端技術製品に対する政府調達 

 大学・公的研究機関発のベンチャー企業数 

 中小企業による特許出願数 

 技術貿易収支 

（出所）第 5 期科学技術基本計画における指標及び目標値について

（http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5sanko.pdf） 
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表 6-2 第 5 期科学技術基本計画における目標値 

 40 歳未満の大学本務教員の数を１割増加させるとともに、将来的に、我が国全体の大学

本務教員に占める 40 歳未満の教員の割合が３割以上となることを目指す。 

 女性研究者の採用割合（自然科学系全体で 30％、理学系 20％、工学系 15％、農学系 

30％、医学・歯学・薬学系合わせて 30％） 

 総論文数を増やしつつ、総論文数に占める被引用回数トップ 10％論文数の割合を 10％

となることを目指す。 

 国内セクター間の研究者移動数を２割増加させることを目指す。 

 大学及び国立研究開発法人における民間企業からの共同研究の受入額を５割増加させる

ことを目指す。 

 研究開発型ベンチャー企業の新規上場数（ＩＰＯ等）を倍増することを目指す。 

 内国人の特許出願件数に占める中小企業の割合について 15％を目指す。 

 大学の特許の実施許諾契約件数を５割増加させることを目指す。 

 

 

 

図 6-1 第 5 期科学技術基本計画で想定される指標体系 

（出所）第 13 回基本計画専門調査会 資料 2「主要指標に関する趣旨と位置づけについて」 
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6.2 収集可能性に着目した指標の整理 

前節で第 5 期科学技術基本計画の指標体系について示したが、本節では、指標・データ

に関する情報の蓄積がより進んでいる第 4 期科学技術基本計画の枠組みを利用して具体的

に収集可能な指標について整理した。 

 

（１）指標のフレームの設定 

今後整備していくべき指標群を検討するためのフレーム（指標の分類項目・体系）を設

定した。具体的には、昨年度調査10で策定した「拡大基本政策系列11」の「システム改革」

における分類を用いて、フレームを設定した。 

 

（２）具体的な指標の突き合わせ・当てはめ 

各政策分野で必要な指標群を抽出し、設定したフレームに当てはめた。具体的な指標と

しては、2013 年に内閣府より受託した「第 4 期科学技術基本計画等のフォローアップ調査」

において実施した、第 4 期科学技術基本計画の「システム改革」に関する体系的な指標の

整理結果を用いた。表 6.3 に、設定したフレームと対応する指標・データの概要を示す。 

 
（３）データ形式の検討 

整理した指標データについて、データ形式を検討した。具体的には、定量的か非定量的

かを判断した。 

 

（４）データ収集可能性の検討 

整理した指標データについて、データの収集可能性を検討した。以下の基準に沿って 3

種類に分類した。 

◎： データソースが特定されており、且つデータが公開されており、且つ今後の更新

可能性がある 

○： データソースが特定されており、且つデータが公開されている 

▲： データソースが特定されていない 

 

（５）指標一覧表としての整理 

上記（１）～（４）の結果を指標の一覧表に整理した。結果については表 6-4 に示す。 

 

 

                                                  
10 平成 26 年度科学技術調査資料作成委託事業「データ・情報基盤構築とデータ提供事業の総合的推進」 
11 科学技術基本計画、科学技術イノベーション総合戦略、科学技術会議の答申に基づく基本政策を対象に、

概要を時系列的に一覧できるようまとめたもの。「基本政策」「重点分野」「システム改革」の 3 種類に分類

される。 
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表 6-3 フレームと対応する指標・データの概要 

フレーム 指標・データの概要 

1. 科学技術のシステム改革 

1.1 大学・大学院改革  

1.1.1 制度改革 

（該当なし） 

1.1.2 競争力強化、研究開発拠点 

 

【指標】国際研究ネットワークのハブとなり得る研究

拠点の形成状況、世界トップレベルの研究拠点の

形成状況 

【データ】日本の国際共著論文数や分野別世界ラ

ンク、日本の、または研究領域毎の Top10%およ

び Top1%補正論文数に占めるシェア等 

1.1.3 学協会 該当なし 

1.2 公的研究機関改革  

 

【指標】国の研究開発機関に関する新たな制度の

創設状況 

【データ】「特定国立研究開発法人」「国立研究開

発法人」（仮称）制度の検討事例 

1.3 人材  

1.3.1 人材の需給計画 

（該当なし） 

1.3.2 大学教育等 

 

【指標】大学院の魅力度、大学院生に対する多様

なキャリアパス確保の状況 

【データ】大学院修士・博士課程の入学志願者数・

入学者数、大学院修士・博士課程の卒業者の進

路の状況・就職者の進路の状況、上記指標の状

況に対する研究者等の見解等 
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フレーム 指標・データの概要 

1.3.3 若手 

 

【指標】大学における若手教員の割合・採用割合、

若手研究者数の充足状況、若手研究者に自立と

活躍の機会を与えるための環境整備の状況、若

手研究者の自立性（例えば、自主的・独立的に研

究開発を遂行する能力）の状況、研究者の多様な

観点からの業績評価の状況、業績評価を踏まえ

た、研究者へのインセンティブ付与の状況、大学

における若手教員（40 歳未満）の登用状況、大

学、公的研究機関における若手研究者比率、企

業内研究者に占める博士号取得者の割合、研究

者のキャリアパスに対する満足度 

【データ】大学における若手教員（25-39 歳）の割

合・採用割合・登用状況、上記指標の状況に対す

る研究者等の見解等 

1.3.4 博士課程修了者等のキャリアパ

スの多様化 

 

【指標】大学における若手教員（40 歳未満）の

登用状況、大学、公的研究機関における若手研究

者比率、企業内研究者に占める博士号取得者の割

合、研究者のキャリアパスに対する満足度 

【データ】大学における若手教員（40 歳未満）

の状況、上記指標の状況に対する研究者等の見解

等 

1.3.5 人事制度改革、流動化促進 （該当なし） 

1.3.6 海外派遣の充実 

 

【指標】大学における若手教員（40 歳未満）の

登用状況、大学、公的研究機関における若手研究

者比率、企業内研究者に占める博士号取得者の割

合、研究者のキャリアパスに対する満足度 

【データ】大学における若手教員（40 歳未満）

の状況、上記指標の状況に対する研究者等の見解

等 
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フレーム 指標・データの概要 

1.3.7 人材の多様化（女性、外国人等）

 

【指標】国際研究ネットワークのハブとなり得る

研究拠点の形成状況、世界トップレベルの研究教

育拠点の形成状況 

【データ】日本の国際共著論文数や分野別世界ラ

ンク、日本の、または研究領域毎の Top10%およ

び Top1%補正論文数に占めるシェア等 

1.3.8 研究支援人材の育成・確保／

技術者の育成・確保 

 

【指標】技術士登録者数、科学技術イノベーショ

ンに関わる人材の人数・活躍状況、研究活動を円

滑に実施するための業務に従事する専門人材（リ

サーチアドミニストレータ）の育成・確保の状況、

研究時間を確保するための取組の充実度 

【データ】技術士登録者数、該当人材の人数、上

記指標の状況に対する研究者等の見解等 

1.3.9 大学・独法の人材システムの改革

 

【指標】大学における若手教員の割合・採用割合、

若手研究者数の充足状況、若手研究者に自立と活

躍の機会を与えるための環境整備の状況、若手研

究者の自立性（例えば、自主的・独立的に研究開

発を遂行する能力）の状況、研究者の多様な観点

からの業績評価の状況、業績評価を踏まえた、研

究者へのインセンティブ付与の状況 

【データ】大学における若手教員（25-39 歳）の割

合・採用割合・登用状況、上記指標の状況に対す

る研究者等の見解等 

1.3.10 次代を担う人材の育成、普及啓

発 

 

【指標】理数系の勉強が楽しいと答える中学生お

よび高校生の割合、児童生徒の「理科離れ現象」

の状況 

【データ】数学／理科が楽しいと答える中学校 2 年

生の割合、全国学力・学習状況調査（理科）実施

の有無 
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フレーム 指標・データの概要 

1.4 産学官連携、公的研究開発、民間

助成  

1.4.1 産学官連携、拠点 

 

【指標】戦略協議会での検討状況、重要課題に対

する産学官による認識の共有および協力体制構

築の状況、高等教育機関や政府研究機関と協力

している企業割合・国際順位、大学等・公的研究

機関における民間企業との共同研究実績、特許

権許諾実施の状況、承認技術移転機関（TLO）の

関与した技術移転件数、産学官の多様な研究開

発能力を結集した中核的な研究開発拠点の形成

状況、東北及び関東地方の沿岸域を中心とした

地域において、ベンチャー企業が活性化した状

況、地域がその強みや特性を活かして、自立的に

科学技術イノベーション活動を展開できる仕組み

の構築状況 

【データ】科学技術イノベーションを通じて達成す

べき重要課題についての認識度、大学等におけ

る民間企業との共同研究実施件数・研究費受入

額、ベンチャー企業概要の状況等 

1.4.2 ベンチャー、事業化支援、技術

移転 

 

【指標】大学等発ベンチャーの設立件数、科学技

術を基にしたベンチャーにとっての事業のしやす

さの状況。 

【データ】：大学等発ベンチャーの設立件数、ベン

チャーキャピタル投資額の対 GDP 比率 

1.4.3 地域 

 

【指標】東北及び関東地方の沿岸域を中心とした

地域において、ベンチャー企業が活性化した状

況、地域がその強みや特性を活かして、自立的に

科学技術イノベーション活動を展開できる仕組み

の構築状況 

【データ】これらの事例 
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フレーム 指標・データの概要 

1.4.4 競争的資金／民間助成（研究開

発税制含む） 

 

【指標】論文数、論文シェア、多様な基礎研究基

盤の整備状況、多様な基礎研究基盤の整備状

況、効果的で効率的な研究資金制度に向けた改

革進捗状況 

【データ】日本の論文数シェアと被引用数シェア、

大学システムとしての多様性の順位、基礎研究費

およびその割合等 

1.5 知財と標準化  

1.5.1 知的財産 

 

【指標】日本発の国際標準化提案数、産学官連携

による国際標準化活動の体制整備支援度、知的

財産権制度の見直し、知的財産活動にかかわる

体制整備状況 

【データ】日本発の国際標準化シェア・数（ISO・

IEC）、各国の ISO・IEC 国際幹事引受数、特許

査定率、国際特許出願件数等 

1.5.2 標準化 

 

【指標】日本発の国際標準化提案数、産学官連携

による国際標準化活動の体制整備支援度、知的

財産権制度の見直し、知的財産活動にかかわる

体制整備状況 

【データ】日本発の国際標準化シェア・数（ISO・

IEC）、各国の ISO・IEC 国際幹事引受数、特許

査定率、国際特許出願件数等 

1.6 施設、知的基盤  

1.6.1 施設・大型設備 

 

【指標】施設・設備に関する研究者の満足度、公

的研究機関等における施設及び設備の整備や運

用、幅広い共用促進の実施状況、国としての研究

成果の情報発信と流通体制の整備状況 

【データ】最先端・先端研究施設・設備の共有率、

機関リポジトリのコンテンツ数とアクセス・ダウンロー

ド数、上記指標の状況に対する研究者等の見解 

1.6.2 ICT、情報基盤 

 

【指標】国としての研究成果の情報発信と流通体

制の整備状況 

【データ】機関リポジトリのコンテンツ数とアクセス・

ダウンロード数 
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フレーム 指標・データの概要 

1.6.3 知的基盤 

 

【指標】知的基盤の利用しやすさ度。 

【データ:知的基盤や研究情報基盤の状況への研

究者満足度、公的研究機関が保有する最先端の

共用研究施設・設備の利用のしやすさ度の指数 

1.6.4 ものづくり基盤 （該当なし） 

1.7 評価システム、制度運用  

1.7.1 評価システム改革 

 

【指標】各府省における研究開発評価の取組状況

【データ】平成 25 年科学技術白書に記載されてい

る各府省における研究開発評価の取組状況 

1.7.2 制度運用改善、規制改革、研究

費の運用面における工夫 

 

【指標】規制緩和によるイノベーション促進状況、

イノベーション促進に向けた規制の導入や緩和、

制度の充実や新設への満足度、市場の創出・形

成に対する政府調達・補助金制度への満足度 

【データ】規制改革会議の開催状況、上記指標の

状況に対する研究者等の見解 

1.8 国際協力  

1.8.1 国際交流、国際協力 

 

【指標】戦略的国際共同研究プログラムにおける

各国との協力状況、アジア地域を中心とした新興

国へのインフラ・システム輸出状況。 

【 デ ー タ 】 戦 略 的 国 際 共 同 研 究 プ ロ グ ラ ム

（SICORP）のアジア地域との協力状況に関する

事例、日中韓の海外インフラ受注実績額 

1.8.2 国際共同研究開発/研究環境の

国際化等 

（該当なし） 

2. 科学技術と社会  

2.1 法的倫理的社会的課題への対応 

 

【指標】研究不正等の発生状況、科学技術に関す

る倫理的・法的・社会的課題への対応への満足度

【データ】研究不正等の発表・報道件数の推移

（2006 年度比）、上記指標の状況に対する研究者

等の見解 
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フレーム 指標・データの概要 

2.2 科学技術コミュニケーション  【指標】科学技術イノベーション政策の企画立案、

推進における国民の参画状況、科学技術やイノベ

ーション、およびそのための政策に対する効果等

の情報発信状況、国および研究者による研究成

果の発信状況に対する評価状況、国民の科学技

術リテラシーの向上度、科学技術イノベーションに

関わる人材の人数・活躍状況 

【データ】科学技術に対する国民の意識の変化

度、該当人材の人数、上記指標の状況に対する

研究者等の見解 
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表 6-4 第 4 期科学技術基本計画の「システム改革」に関する体系的な指標整理結果 1/4 

 

  

指標ID 指標名 指標データ名（大項目） 定量的 非定量的

１．科学技術のシステム改革 1.1 大学・大学院改革 1.1.1 制度改革

１．科学技術のシステム改革 1.1 大学・大学院改革 1.1.2 競争力強化、研究開発拠点
A074-01-1

国際研究ネットワークのハブと
なり得る研究拠点の形成状況

日本の国際共著論文数及び国際
共著論文比率

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.1 大学・大学院改革 1.1.2 競争力強化、研究開発拠点
A074-02-4

世界トップレベルの研究教育
拠点の形成状況

日本の分野別世界ランク【順位】
○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.1 大学・大学院改革 1.1.2 競争力強化、研究開発拠点
A074-02-1

世界トップレベルの研究教育
拠点の形成状況

日本のTop10%およびTop1%補正論
文数に占めるシェア ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.1 大学・大学院改革 1.1.2 競争力強化、研究開発拠点
A074-02-2

世界トップレベルの研究教育
拠点の形成状況

研究領域毎のTop10%補正論文数
に占める日本のシェア、順位

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.1 大学・大学院改革 1.1.2 競争力強化、研究開発拠点
A074-02-3

世界トップレベルの研究教育
拠点の形成状況

研究領域毎のTop1%補正論文数に
占める日本のシェア、順位

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.1 大学・大学院改革 1.1.3 学協会

１．科学技術のシステム改革 1.2 公的研究機関改革 （1.2 公的研究機関改革）
A105-01

国の研究開発機関に関する新
たな制度の創設状況

「特定国立研究開発法人」「国立研
究開発法人」
（仮称）制度の検討事例

○ ○

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.1 人材の需給計画

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.2 大学教育等
A077-01-1 大学院の魅力度

大学院修士・博士課程の入学志願
者数

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.2 大学教育等 A077-01-1 大学院の魅力度 大学院修士・博士課程の入学者数 ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.2 大学教育等

A077-01-2 大学院の魅力度

「現状として、望ましい能力を持つ
人材が、博士課程後期を目指して
いると思いますか。」に対する研究
者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.2 大学教育等 A077-01-3 大学院の魅力度 各国の理工系博士号取得数 ○ ○

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.2 大学教育等
A077-01-4 大学院の魅力度

学部学生に対する大学院学生の比
率

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.2 大学教育等
A078-02-1

大学院生に対する多様なキャ
リアパス確保の状況

大学院修士・博士課程の卒業者の
進路の状況

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.2 大学教育等
A078-02-2

大学院生に対する多様なキャ
リアパス確保の状況

大学院修士・博士課程の卒業者の
就職者の進路の状況

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.2 大学教育等

A078-02-3
大学院生に対する多様なキャ
リアパス確保の状況

「望ましい能力を持つ人材が博士課
程後期を目指すための環境の整備
（例えば、博士課程後期在学者へ
の経済的支援、課程終了後のキャ
リア形成支援等）は充分と思います
か」に対する研究者等の見解【指
数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.2 大学教育等

A078-02-4
大学院生に対する多様なキャ
リアパス確保の状況

「産業界や社会が求める能力を有
する研究開発人材（研究者や技術
者など）を充分に提供していると思
いますか」に対する研究者等の見
解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.2 大学教育等

A078-02-5
大学院生に対する多様なキャ
リアパス確保の状況

「研究開発人材の育成に向けた民
間企業との相互理解や協力は充分
ですか」に対する研究者等の見解
【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.2 大学教育等
A078-02-6

大学院生に対する多様なキャ
リアパス確保の状況

米国における博士課程学生への経
済的支援の状況

○ ○

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手
A081-01 大学における若手教員の割合

大学における若手教員（25-39歳）
の割合

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手
A081-02

大学における若手教員の採用
割合

大学における若手教員（25-39歳）
の採用割合

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手
A081-03 若手研究者数の充足状況

「若手研究者の数は充分と思いま
すか。」に対する研究者等の見解
【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手

A081-04
若手研究者に自立と活躍の機
会を与えるための環境整備の
状況

「若手研究者に自立と活躍の機会
を与えるための環境整備は充分と
思いますか」に対する研究者等の
見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手

A081-05
若手研究者の自立性（例え
ば、自主的・独立的に研究開
発を遂行する能力）の状況

「若手研究者の自立性（例えば、自
主的・独立的に研究開発を遂行す
る能力）は充分に高いと思います
か」に対する研究者等の見解【指
数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手

A081-06-1
研究者の多様な観点からの業
績評価の状況

「研究者の業績評価において、論
文のみでなくさまざまな観点からの
評価が充分に行われていますか」
に対する研究者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手

A081-06-2
研究者の多様な観点からの業
績評価の状況

「産学官連携活動が、研究者の業
績として充分に評価されていると思
いますか」に対する研究者等の見
解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手

A081-07
業績評価を踏まえた、研究者
へのインセンティブ付与の状況

「業績評価の結果を踏まえた、研究
者へのインセンティブ付与（給与へ
の反映、研究環境の改善、サバ
ティカル休憩の付与など）が充分に
行われていますか」に対する研究
者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手
A082-01

大学における若手教員（40歳
未満）の登用状況

大学における若手教員（40歳未満）
の状況（国公私全体）（学校教員統
計調査）

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手

A082-02
大学、公的研究機関における
若手研究者比率

「長期的な研究開発のパフォーマン
スの向上という観点から、今後、若
手研究者の比率をどうすべきです
か」に対する研究者等の見解

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手
A082-03

企業内研究者に占める博士号
取得者の割合

企業内研究者に占める博士号取得
者の割合

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.3 若手

A082-04
研究者のキャリアパスに対す
る満足度

「博士号取得者がアカデミックな研
究職以外の進路も含む多様なキャ
リアパスを選択できる環境の整備
に向けての取組（博士号取得者本
人や研究指導者の意識改革を含
む）は充分と思いますか」に対する
研究者等の見解【指数】

○ ◎

データ収集
可能性

拡大基本政策系列「システム改革」

データ形式指標・データ
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指標ID 指標名 指標データ名（大項目） 定量的 非定量的

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.4 博士課程修了者等のキャリアパ
スの多様化 A082-01

大学における若手教員（40歳
未満）の登用状況

大学における若手教員（40歳未満）
の状況（国公私全体）（学校教員統
計調査）

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.4 博士課程修了者等のキャリアパ
スの多様化 A082-02

大学、公的研究機関における
若手研究者比率

「長期的な研究開発のパフォーマン
スの向上という観点から、今後、若
手研究者の比率をどうすべきです
か」に対する研究者等の見解

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.4 博士課程修了者等のキャリアパ
スの多様化

A082-03
企業内研究者に占める博士号
取得者の割合

企業内研究者に占める博士号取得
者の割合

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.4 博士課程修了者等のキャリアパ
スの多様化

A082-04
研究者のキャリアパスに対す
る満足度

「博士号取得者がアカデミックな研
究職以外の進路も含む多様なキャ
リアパスを選択できる環境の整備
に向けての取組（博士号取得者本
人や研究指導者の意識改革を含
む）は充分と思いますか」に対する
研究者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.5 人事制度改革、流動化促進

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.6 海外派遣の充実
A082-01

大学における若手教員（40歳
未満）の登用状況

大学における若手教員（40歳未満）
の状況（国公私全体）（学校教員統
計調査）

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.6 海外派遣の充実

A082-02
大学、公的研究機関における
若手研究者比率

「長期的な研究開発のパフォーマン
スの向上という観点から、今後、若
手研究者の比率をどうすべきです
か」に対する研究者等の見解

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.6 海外派遣の充実
A082-03

企業内研究者に占める博士号
取得者の割合

企業内研究者に占める博士号取得
者の割合

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.6 海外派遣の充実

A082-04
研究者のキャリアパスに対す
る満足度

「博士号取得者がアカデミックな研
究職以外の進路も含む多様なキャ
リアパスを選択できる環境の整備
に向けての取組（博士号取得者本
人や研究指導者の意識改革を含
む）は充分と思いますか」に対する
研究者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.7 人材の多様化（女性、外国人
等）

A074-01-1
国際研究ネットワークのハブと
なり得る研究拠点の形成状況

日本の国際共著論文数及び国際
共著論文比率

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.7 人材の多様化（女性、外国人
等）

A074-02-4
世界トップレベルの研究教育
拠点の形成状況

日本の分野別世界ランク【順位】
○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.7 人材の多様化（女性、外国人
等）

A074-02-1
世界トップレベルの研究教育
拠点の形成状況

日本のTop10%およびTop1%補正論
文数に占めるシェア

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.7 人材の多様化（女性、外国人
等）

A074-02-2
世界トップレベルの研究教育
拠点の形成状況

研究領域毎のTop10%補正論文数
に占める日本のシェア、順位

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.7 人材の多様化（女性、外国人
等）

A074-02-3
世界トップレベルの研究教育
拠点の形成状況

研究領域毎のTop1%補正論文数に
占める日本のシェア、順位

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.8 研究支援人材の育成・確保／技
術者の育成・確保

A079-01 技術士登録者数 技術士登録者数 ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.8 研究支援人材の育成・確保／技
術者の育成・確保

A097-01
科学技術イノベーションに関わ
る人材の人数

該当人材の人数 ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.8 研究支援人材の育成・確保／技
術者の育成・確保 A097-02-1

科学技術イノベーションに関わ
る人材の活躍状況

「PO・PD制度は充分に機能してい
ると思いますか」に対する研究者等
の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.8 研究支援人材の育成・確保／技
術者の育成・確保

A097-02-2
科学技術イノベーションに関わ
る人材の活躍状況

「研究活動を円滑に実施するため
の業務に従事する専門人材（リ
サーチアドミニストレータ）の育成・
確保は充分なされていると思いま
すか」についての研究者等の見解
【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.8 研究支援人材の育成・確保／技
術者の育成・確保

A097-02-3
科学技術イノベーションに関わ
る人材の活躍状況

「資金配分機関(JSTやNEDOなど)
のプログラム・オフィサーやプログラ
ム・ディレクターは、将来有望な研
究開発テーマの発掘や戦略的な資
金配分など、その機能を充分に果
たしていますか。」に対する研究者
等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.8 研究支援人材の育成・確保／技
術者の育成・確保

A097-02-4
科学技術イノベーションに関わ
る人材の活躍状況

「民間企業との橋渡し（ニーズとシー
ズのマッチング、産学官のコミュニ
ケーションの補助等）をする人材は
充分に確保されていますか。」に対
する研究者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.8 研究支援人材の育成・確保／技
術者の育成・確保

A106-01

研究活動を円滑に実施するた
めの業務に従事する専門人材
（リサーチアドミニストレータ）の
育成・確保の状況

「研究活動を円滑に実施するため
の業務に従事する専門人材（リ
サーチアドミニストレータ）の育成・
確保は充分なされていると思いま
すか。」に対する研究者等の見解
【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.8 研究支援人材の育成・確保／技
術者の育成・確保

A106-02
研究時間を確保するための取
組の充実度

「研究時間を確保するための取り組
み（組織マネジメントの工夫、研究
支援者の確保など）は充分なされ
ていると思いますか。」に対する研
究者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.9 大学・独法の人材システムの改
革

A081-01 大学における若手教員の割合
大学における若手教員（25-39歳）
の割合

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.9 大学・独法の人材システムの改
革

A081-02
大学における若手教員の採用
割合

大学における若手教員（25-39歳）
の採用割合

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.9 大学・独法の人材システムの改
革 A081-03 若手研究者数の充足状況

「若手研究者の数は充分と思いま
すか。」に対する研究者等の見解
【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.9 大学・独法の人材システムの改
革 A081-04

若手研究者に自立と活躍の機
会を与えるための環境整備の
状況

「若手研究者に自立と活躍の機会
を与えるための環境整備は充分と
思いますか」に対する研究者等の
見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.9 大学・独法の人材システムの改
革

A081-05
若手研究者の自立性（例え
ば、自主的・独立的に研究開
発を遂行する能力）の状況

「若手研究者の自立性（例えば、自
主的・独立的に研究開発を遂行す
る能力）は充分に高いと思います
か」に対する研究者等の見解【指
数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.9 大学・独法の人材システムの改
革 A081-06-1

研究者の多様な観点からの業
績評価の状況

「研究者の業績評価において、論
文のみでなくさまざまな観点からの
評価が充分に行われていますか」
に対する研究者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.9 大学・独法の人材システムの改
革 A081-06-2

研究者の多様な観点からの業
績評価の状況

「産学官連携活動が、研究者の業
績として充分に評価されていると思
いますか」に対する研究者等の見
解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.9 大学・独法の人材システムの改
革

A081-07
業績評価を踏まえた、研究者
へのインセンティブ付与の状況

「業績評価の結果を踏まえた、研究
者へのインセンティブ付与（給与へ
の反映、研究環境の改善、サバ
ティカル休憩の付与など）が充分に
行われていますか」に対する研究
者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.10 次代を担う人材の育成、普及
啓発

A084-01
理数系の勉強が楽しいと答え
る中学生及び高校生の割合

数学/理科が楽しいと答える中学校
2年生の割合

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.3 人材 1.3.10 次代を担う人材の育成、普及
啓発

A084-02
児童生徒の「理科離れ現象」
の状況

全国学力・学習状況調査（理科）
【実施の有無】

○ ◎

データ収集
可能性

拡大基本政策系列「システム改革」

データ形式指標・データ
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表 6-4 第 4 期科学技術基本計画の「システム改革」に関する体系的な指標整理結果 3/4 

指標ID 指標名 指標データ名（大項目） 定量的 非定量的

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点
A034-01 戦略協議会での検討状況

戦略協議会の設置・開催状況【事
例】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点
A034-02

重要課題に対する産学官によ
る認識の共有及び協力体制構
築の状況

科学技術イノベーションを通じて達
成すべき重要課題についての認識
度【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点
A035-01

高等教育機関や政府研究機
関と協力している企業割合・国
際順位

高等教育機関や政府研究機関と協
力している企業の割合・国際順位

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点
A035-02

大学・公的研究機関における
企業からの受入研究費比率・
国際順位

大学等における民間企業との共同
研究実績（実施受入額比率）

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点
A035-03-1

大学等における民間企業との
共同研究の件数、受入額

大学等における民間企業との共同
研究実施件数・研究費受入額

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点
A035-03-2

大学等における民間企業との
共同研究の件数、受入額

大学等における民間企業との共同
研究実績のうち1000万円以上の実
施件数・研究費受入額

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点
A035-04

大学等における特許権許諾実
施の状況

大学等における特許権実施件数及
び収入額

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点
A035-05

大学等における外国企業との
共同研究件数、割合

大学等における外国企業との共同
研究の件数、割合

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点
A035-06

承認技術移転機関（TLO）の
関与した技術移転件数

承認技術移転機関（TLO）の関与し
た技術移転件数

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点
A036-01

産学官の多様な研究開発能
力を結集した中核的な研究開
発拠点の形成状況

つくばイノベーション・アリーナ ナノ
テクノロジー拠点形成状況

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点
A040-01

東北及び関東地方の沿岸域を
中心とした地域において、ベン
チャー企業が活性化した状況

ベンチャー企業概要（起業分野、支
援策の受給状況など）の状況【事
例】

○ ▲

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.1 産学官連携、拠点

A040-02

地域がその強みや特性を活か
して、自立的に科学技術イノ
ベーション活動を展開できる仕
組みの構築状況

地域がその強みや特性を活かし
て、自立的に科学技術イノベーショ
ン活動を展開できる仕組みの構築
状況【事例】

○ ▲

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.2 ベンチャー、事業化支援、技術
移転

A038-01
大学等発ベンチャーの設立件
数

大学等発ベンチャーの設立件数 ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.2 ベンチャー、事業化支援、技術
移転 A038-02

科学技術を基にしたベンチャー
にとっての事業のしやすさの状
況

ベンチャーキャピタル投資額の対
GDP比率

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.3 地域
A040-01

東北及び関東地方の沿岸域を
中心とした地域において、ベン
チャー企業が活性化した状況

ベンチャー企業概要（起業分野、支
援策の受給状況など）の状況

○ ▲

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.3 地域

A040-02

地域がその強みや特性を活か
して、自立的に科学技術イノ
ベーション活動を展開できる仕
組みの構築状況

地域がその強みや特性を活かし
て、自立的に科学技術イノベーショ
ン活動を展開できる仕組みの構築
状況

○ ▲

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.4 競争的資金／民間助成（研究開
発税制含む）

A073-01-1 論文数、論文シェア ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.4 競争的資金／民間助成（研究開
発税制含む）

A073-01-2 論文数、論文シェア ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.4 競争的資金／民間助成（研究開
発税制含む）

A073-01-3 論文数、論文シェア ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.4 競争的資金／民間助成（研究開
発税制含む）

A073-01-4 論文数、論文シェア
研究領域毎の全論文数に占める日
本のシェア、順位

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.4 競争的資金／民間助成（研究開
発税制含む）

A073-01-5 論文数、論文シェア 研究領域毎の日本の論文数 ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.4 競争的資金／民間助成（研究開
発税制含む）

A073-02-1
多様な基礎研究基盤の整備
状況

大学システムとしての多様性【順
位】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.4 競争的資金／民間助成（研究開
発税制含む）

A073-02-2
多様な基礎研究基盤の整備
状況

基礎研究費および基礎研究費割合 ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.4 産学官連携、公的
研究開発、民間助成

1.4.4 競争的資金／民間助成（研究開
発税制含む）

A102-01
効果的で効率的な研究資金制
度に向けた改革進捗状況

（個別の計画指標により進捗状況
が測定される）

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.1 知的財産
A041-01-1 日本発の国際標準化提案数

日本発の国際標準化シェア・数
（ISO・IEC）

○ ○

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.1 知的財産 A041-01-2 日本発の国際標準化提案数 各国のISO・IEC国際幹事引受数 ○ ○

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.1 知的財産

A041-02
産学官連携による国際標準化
活動の体制整備支援度

「産学官が連携して、国際標準化
機（ISO)、際電気通信連合(ITU)等
の標準化機関へ国際標準を提案
し、世界をリードするような体制が
充分に整備されていると思います
か。」に対する研究者等の見解【指
数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.1 知的財産
A041-03-1

知的財産権制度の見直し、知
的財産活動にかかわる体制整
備状況

特許庁における特許審査順番待ち
期間

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.1 知的財産
A041-03-2

知的財産権制度の見直し、知
的財産活動にかかわる体制整
備状況

五大特許庁の特許審査順番待ち
期間

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.1 知的財産
A041-03-3

知的財産権制度の見直し、知
的財産活動にかかわる体制整
備状況

特許査定率（審査請求された出願
のうち、最終的に特許査定された
出願の比率）

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.1 知的財産
A041-03-4

知的財産権制度の見直し、知
的財産活動にかかわる体制整
備状況

特許庁への国際特許出願（PCT出
願）の件数

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.1 知的財産
A041-03-5

知的財産権制度の見直し、知
的財産活動にかかわる体制整
備状況

特許庁より日本国出願人のグロー
バル特許出願率

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.2 標準化
A041-01-1 日本発の国際標準化提案数

日本発の国際標準化シェア・数
（ISO・IEC）

○ ○

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.2 標準化 A041-01-2 日本発の国際標準化提案数 各国のISO・IEC国際幹事引受数 ○ ○

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.2 標準化

A041-02
産学官連携による国際標準化
活動の体制整備支援度

「産学官が連携して、国際標準化
機（ISO)、際電気通信連合(ITU)等
の標準化機関へ国際標準を提案
し、世界をリードするような体制が
充分に整備されていると思います
か。」に対する研究者等の見解【指
数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.2 標準化
A041-03-1

知的財産権制度の見直し、知
的財産活動にかかわる体制整
備状況

特許庁における特許審査順番待ち
期間

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.2 標準化
A041-03-2

知的財産権制度の見直し、知
的財産活動にかかわる体制整
備状況

五大特許庁の特許審査順番待ち
期間

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.2 標準化
A041-03-3

知的財産権制度の見直し、知
的財産活動にかかわる体制整
備状況

特許査定率（審査請求された出願
のうち、最終的に特許査定された
出願の比率）

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.2 標準化
A041-03-4

知的財産権制度の見直し、知
的財産活動にかかわる体制整
備状況

特許庁への国際特許出願（PCT出
願）の件数

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.5 知財と標準化 1.5.2 標準化
A041-03-5

知的財産権制度の見直し、知
的財産活動にかかわる体制整
備状況

特許庁より日本国出願人のグロー
バル特許出願率

○ ◎

データ収集
可能性

日本の論文数シェアと被引用数シェ
ア

日本の論文数シェア

日本の分野別論文相対比較優位
（*参考値〉

拡大基本政策系列「システム改革」

データ形式指標・データ
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指標ID 指標名 指標データ名（大項目） 定量的 非定量的

１．科学技術のシステム改革 1.6 施設、知的基盤 1.6.1 施設・大型設備

A087-01
施設・設備に関する研究者の
満足度

「研究施設・設備の程度は、創造
的・先端的な研究開発や優れた人
材の育成を行うのに充分と思いま
すか。」についてのについての研究
者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.6 施設、知的基盤 1.6.1 施設・大型設備

A088-01-1
公的研究機関等における施設
及び設備の整備や運用、幅広
い共用促進の実施状況

「研究施設・設備の程度は、創造
的・先端的な研究開発や優れた人
材の育成を行うのに充分と思いま
すか」についての研究者等の見解
【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.6 施設、知的基盤 1.6.1 施設・大型設備
A088-01-2

公的研究機関等における施設
及び設備の整備や運用、幅広
い共用促進の実施状況

最先端・先端研究施設・設備の共
有率

○ ○

１．科学技術のシステム改革 1.6 施設、知的基盤 1.6.1 施設・大型設備
A090-01

国としての研究成果の情報発
信と流通体制の整備状況

機関リポジトリのコンテンツ数とアク
セス・ダウンロード数

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.6 施設、知的基盤 1.6.2 ICT、情報基盤
A090-01

国としての研究成果の情報発
信と流通体制の整備状況

機関リポジトリのコンテンツ数とアク
セス・ダウンロード数

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.6 施設、知的基盤 1.6.3 知的基盤
A089-01-1 知的基盤の利用しやすさ度

知的基盤や研究情報基盤の状況
への研究者満足度【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.6 施設、知的基盤 1.6.3 知的基盤
A089-01-2 知的基盤の利用しやすさ度

公的研究機関が保有する最先端の
共用研究施設・設備の利用のしや
すさ度【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.6 施設、知的基盤 1.6.4 ものづくり基盤

１．科学技術のシステム改革 1.7 評価システム、制度
運用

1.7.1 評価システム改革
A109-01

各府省における研究開発評価
の取組状況

各府省における研究開発評価の取
組状況

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.7 評価システム、制度
運用

1.7.2 制度運用改善、規制改革、研究
費の運用面における工夫

A039-01
規制緩和によるイノベーション
促進状況

規制改革会議の開催状況 ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.7 評価システム、制度
運用

1.7.2 制度運用改善、規制改革、研究
費の運用面における工夫

A039-02
イノベーション促進に向けた規
制の導入や緩和、制度の充実
や新設への満足度

「 イノベーションを促進するために、
規制の導入や緩和、制度の充実や
新設などの手段が、充分に活用さ
れていると思いますか」についての
研究者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.7 評価システム、制度
運用

1.7.2 制度運用改善、規制改革、研究
費の運用面における工夫 A039-03

市場の創出・形成に対する政
府調達・補助金制度への満足
度

「政府調達や補助金制度など、市
場の創出・形成に対する国の取組
状況は十分ですか」に対する研究
者等の見解【指数】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.8 国際協力 1.8.1 国際交流、国際協力
A064-01

戦略的国際共同研究プログラ
ムにおける各国との協力状況

戦略的国際共同研究プログラム
（SICORP)のアジア地域との協力状
況【事例】

○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.8 国際協力 1.8.1 国際交流、国際協力
A066-01-1

アジア地域を中心とした新興国
へのインフラ・システム輸出状
況

日中韓の海外インフラ受注実績額 ○ ◎

１．科学技術のシステム改革 1.8 国際協力 1.8.2 国際共同研究開発/研究環境の
国際化等

２．科学技術と社会 2.1 法的倫理的社会的
課題への対応

(2.1 法的倫理的社会的課題への対応
A096-01 研究不正等の発生状況

研究不正等の発表・報道件数の推
移（2006年度比）

○ ○

２．科学技術と社会 2.1 法的倫理的社会的
課題への対応

(2.1 法的倫理的社会的課題への対応

A096-02
科学技術に関する倫理的・法
的・社会的課題への対応への
満足度

「国や研究者コミュニティー（各学会
等）は、科学技術に関連する倫理
的・法的・社会的課題について充分
に対応していると思いますか」に対
する研究者等の見解【指数】

○ ◎

２．科学技術と社会 2.2 科学技術コミュニ
ケーション

(2.2 科学技術コミュニケーション)

A095-01
科学技術イノベーション政策の
企画立案、推進における国民
の参画状況

「国は、科学技術イノベーション政
策の企画立案、推進に際して、国
民の幅広い参画を得るための取組
（意見公募の実施など）を、充分に
行っていると思いますか。」に対す
る研究者等の見解【指数】

○ ◎

２．科学技術と社会 2.2 科学技術コミュニ
ケーション

(2.2 科学技術コミュニケーション)

A095-02
科学技術やイノベーション、お
よびそのための政策に対する
効果等の情報発信状況

「国は、国民に向けて、科学技術や
イノベーション及びそのための政策
の内容や、それらがもたらす効果と
限界等についての説明を充分に
行っていると思いますか。」に対す
る研究者等の見解【指数】

○ ◎

２．科学技術と社会 2.2 科学技術コミュニ
ケーション

(2.2 科学技術コミュニケーション)

A098-01
国および研究者による研究成
果の発信状況に対する評価状
況

「国や研究者コミュニティーは、研究
活動から得られた成果等を国民に
わかりやすく伝える役割を充分に果
たしていますか」に対する研究者等
の見解【指数】

○ ◎

２．科学技術と社会 2.2 科学技術コミュニ
ケーション

(2.2 科学技術コミュニケーション)
A098-02

国民の科学技術リテラシーの
向上度

科学技術に対する国民の意識の変
化度

○ ○

２．科学技術と社会 2.2 科学技術コミュニ
ケーション

(2.2 科学技術コミュニケーション)
A097-01

科学技術イノベーションに関わ
る人材の人数

該当人材の人数 ○ ◎

２．科学技術と社会 2.2 科学技術コミュニ
ケーション

(2.2 科学技術コミュニケーション)
A097-02-1

科学技術イノベーションに関わ
る人材の活躍状況

「PO・PD制度は充分に機能してい
ると思いますか」に対する研究者等
の見解【指数】

○ ◎

２．科学技術と社会 2.2 科学技術コミュニ
ケーション

(2.2 科学技術コミュニケーション)

A097-02-2
科学技術イノベーションに関わ
る人材の活躍状況

「研究活動を円滑に実施するため
の業務に従事する専門人材（リ
サーチアドミニストレータ）の育成・
確保は充分なされていると思いま
すか」についての研究者等の見解
【指数】

○ ◎

２．科学技術と社会 2.2 科学技術コミュニ
ケーション

(2.2 科学技術コミュニケーション)

A097-02-3
科学技術イノベーションに関わ
る人材の活躍状況

「資金配分機関(JSTやNEDOなど)
のプログラム・オフィサーやプログラ
ム・ディレクターは、将来有望な研
究開発テーマの発掘や戦略的な資
金配分など、その機能を充分に果
たしていますか。」に対する研究者
等の見解【指数】

○ ◎

２．科学技術と社会 2.2 科学技術コミュニ
ケーション

(2.2 科学技術コミュニケーション)

A097-02-4
科学技術イノベーションに関わ
る人材の活躍状況

「民間企業との橋渡し（ニーズとシー
ズのマッチング、産学官のコミュニ
ケーションの補助等）をする人材は
充分に確保されていますか。」に対
する研究者等の見解【指数】

○ ◎

 ※データ収集可能性における記号の定義は以下の通り。
◎データソースが特定されており、且つ公開されており、且つ今後の更新可能性がある
○データソースが特定されており、且つ公開されている
▲データソースが特定されていない

データ収集
可能性

拡大基本政策系列「システム改革」

データ形式指標・データ

表 6-4 第 4 期科学技術基本計画の「システム改革」に関する体系的な指標整理結果 4/4 
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7. データ・情報基盤構築の方向性の調査・検討 

前章までの調査結果に基づき、本章では、日本の科学技術イノベーション政策に資する

データ・情報基盤構築の方向性について検討する。 

科学技術イノベーション政策はファンディング機関のプロジェクトに反映され、研究機

関にその資金が配分され実施されるのが一般的である。そこで、まず、政府研究開発ファ

ンディングをはじめとした科学技術イノベーション政策関連の各種データ・情報基盤につ

いて、いくつかの視点からデータ・情報基盤の過去から現在に至る進展状況や、望ましい

将来像について検討・整理した。次に、ファンディング機関が情報共有するメリットにつ

いて述べた。最後に、これらの将来展望の議論まで踏まえて、エビデンスに基づく科学技

術イノベーション政策を推進する基礎となるデータ・情報基盤を構築するにあたっての課

題等を検討した。 

 

7.1 データ・情報基盤構築を巡るこれまでの状況と今後の方向性 

（１） 科学技術イノベーション政策の PDCA サイクルとデータ・情報基盤の関係性 

従来の科学技術基本計画においては、その進捗状況に関する評価・モニタリング指標は

フォローアップ調査実施時点で事後的に検討・設定されており、必要な各種データ・情報

の収集もアドホックに行われていた。この結果として、収集されたデータ・情報は維持・

更新されることなく、「データ・情報基盤」として確立されるには至らなかった。また、個

別事業のレベルにおいては、これまでにも事業評価・政策評価は行われていたものの、基

本計画と個別事業の関係が体系化されていなかったことから、事業評価・政策評価につい

ても基本計画とは切り離された形で実施されていた。 

一方、第 5 期科学技術基本計画では、計画の目的・目標から関連する施策までを階層的

に整理すること、その達成度や進捗をモニタリングするための指標群を設定することが企

図されている（図 6-1）。今後は基本計画から各種施策までを体系的に整理した上で、必要

となる指標をあらかじめ明確化し、それを継続的に把握・更新することが重要であり、ま

た、それを支える「データ・情報基盤」を確立することが期待される。 

 

（２）各種機関におけるデータ・情報基盤の整備・公開状況 

従来から科学技術イノベーション政策に関わるデータ・情報基盤の整備は各機関で実施

されていたものの、その多くは個別的に実施されており、日本のナショナル・イノベーシ

ョンシステム全体を把握するために効率的・体系的であったとは言い難い。ただし、近年

において複数の統計やデータベースの間での整合性確保や重複排除などの取組が進展しつ

つあり、今後もそうした傾向は続くものと考えられる。 
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表 7-1 科学技術イノベーション政策の PDCA サイクルと指標・データの体系の発展プロ

セス（2015 年時作成） 

 ～5 年前 5 年前～現在 現在～5 年後 5 年後～ 

基 本 計

画 レ ベ

ル 

· 計画が先行し、評価・モニタリング指標は後付け。 

· 結果的に、フォローアップの時期になって事後的・

アドホックにデータを収集。 

· 計画立案時点で基本計画の進捗や成果

の状況を把握するための指標を策定。 

· 計画遂行と並行して、指標に対応するデ

ータを収集・モニタリング。 

個 別 事

業 レ ベ

ル 

· 個別事業毎に別々に

評価を実施。 

· 大型プロジェクトに関し

ては CSTP（現 CSTI）

の SABC 評価等を実

施。 

· 一定のフォーマットに

従った行政事業レビュ

ーの実施（H22 年度

～）。 

· ただし、依然として基

本計画等との関係は

不明確なまま。 

· 個別事業と基本計画・総合戦略との対応

関係を明確にし、事業毎にあらかじめ設

定した指標に基づいて事業評価を実施。

· 政策効果を評価・分析するための指標・

データを体系的に整備し、基本計画から

個別事業まで一貫した評価・モニタリン

グ。 

（注）表頭で想定されている時期は大まかな目安であり、明確に区分されているものではないことに注意。 

 

行政においては、従来、公的統計は所管府省の必要性に応じて実施されることが多く、

データの二次利用においても制約が大きかった。近年では経済センサスなど統計の改善・

再整備が進められると共に、統計法の改正によって二次利用の範囲が拡大された。また、

SciREX 事業を始めとして、科学技術イノベーション政策関連の種々のデータベース構築が

本格化している。今後は、公的統計をより積極的に活用して、科学技術イノベーション政

策の PDCA サイクルに必要なデータ・情報を継続的・自律的に収集する仕組みを確立する

こと、さらにそうしたデータを計算処理が容易な形で可能な限り公開することが期待され

る。 

ファンディング機関においては、プロジェクト評価などを目的としたデータ収集・整備

が個別事業レベルで進められていたが、近年は科学技術振興機構における JST-FMDB をは

じめとした機関全体での統合的なデータベース構築や、NISTEP が主催している「『デー

タ・情報基盤構築とデータ提供事業の総合的推進』関係機関ネットワーク会合」12などによ

る機関間での意見・情報交換などが進められている。今後は、「切れ目のないファンディン

グ」を実現するため、こうした取組を継続・進展させつつ、ファンディング機関間でのデ

                                                  
12 2013 年度から開催され、参加機関は、国立情報学研究所（NII）、科学技術振興機構（JST）、大学改革

支援・学位授与機構（NIAD-QE）、日本学術振興会（JSPS）、経済産業研究所（RIETI）、情報通信研究機

構（NICT）、農業・食品産業研究機構（NARO）、日本医療研究開発機構（AMED）であり、これに内閣

府、文部科学省等の関連部署が参加している。 
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ータ共有・相互利用や外部データベース（e-Rad、researchmap、各種の文献データベース

など）との連携などが期待される。 

個別の研究実施機関（大学、公的研究機関など）においては、従来は機関の内部でもデ

ータが散在して全体把握が困難な状況にあったが、近年はいわゆる IR（Institutional 

Research）への関心の高まりに伴って、内部データ整備・分析が進展しつつある。今後は、

こうした取組がより多くの機関へ拡大するだけでなく、整備・公開が進む公的統計など外

部データの積極的な活用・取り込みにより、IR の高度化や機関経営への活用が期待される。 

 

表 7-2 各種機関におけるデータ・情報基盤の整備・公開の発展プロセス（2015 年時作成） 

 ～5 年前 5 年前～現在 現在～5 年後 5 年後～ 

行政 
· 所管府省・機関が個別

に調査項目を判断。 

· 統計法改正（平成 21

年）により、データ二次

利用の可能性が広が

ったものの、依然として

大きな制約。 

· 経済センサス等、一部統計の再整

備が進展。 

· SciREX 事業等とも関連して、STI

政策関連データの整備対象が拡

充（例：機関名辞書、大学ポートレ

ート）。 

· 基本計画～個別事業の各レベ

ルで必要な指標が明確にさ

れ、継続的・自律的なデータ収

集の仕組みが確立。また、そ

のために必要な STI 関連統計

を再構築。 

· 電子データ配布を前提とした

データ公表フォーム整備。 

ファンデ

ィング機

関 

· プロジェクト評価などに

必要なデータを各機関

が個別に整備。 

· 事後・追跡評価等に必

要なデータの整備には

一定の限界。 

· 機関内での統合的な情報DB構築

への取組開始（例：JST-FMDB）。

· 相互の取組状況に関する情報交

換を開始。 

· 切れ目のないファンディング・支援

を実現するため、機関・制度間で

のデータ共有の仕組み・方法など

の検討を実施。 

· 機関・制度間でのデータ共有・

相互利用の仕組みが実際に

稼働。 

· e-Rad、researchmap、文献 DB

等の外部ソースとも連携した

統合的ファンディング DB を構

築。 

· 必要なデータを継続的・自律

的に収集する仕組みを構築。 

研 究 実

施 機 関 

· 機関内部組織（部局・

学部等）毎にデータが

散在し、全体把握が困

難。 

· IR への関心が

高まり、一部機

関では内部デ

ータ整備・分析

が進展。 

· IR 機能、内部データの統合・整備が充実。情報シ

ステムの確立で、内部データの自動的整備の仕

組みを構築。 

· 研究実施機関の「外部環境」データとして、整備

が進む公的統計等の収集が活発化。 

（注）表頭で想定されている時期は大まかな目安であり、明確に区分されているものではないことに注意。 
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（３）各種機関におけるデータ・情報基盤の利用状況 

（１）～（２）で示した動向のなかで、各所でデータ・情報基盤の利用についても進展・高度化が進

んでいる。今後は、更なるデータ・情報基盤の整備・構築により、随時の進捗・状況把握、分析の高

度化による政策課題などの検証・解決、個別機関の経営改善などへの利用が期待される。 

 

表 7-3 各種機関におけるデータ・情報基盤の利用の発展プロセス（2015 年時作成） 

 ～5 年前 5 年前～現在 現在～5 年後 5 年後～ 

行政 
· 1 次的な統計

作成・行政業

務 の た め に

利用。 

· STI 政策の評価、

PDCA 構築のため

の利用に向けた取

組が開始。 

· 基本計画～個別事業の各レベルの PDCA に必要な情

報を随時フィードバック。 

· STI 政策上の重要課題に対する分析を実施（例：「流動

性と生産性の関係」等）。 

ファンデ

ィング機

関 

· 個別プロジェ

クト評価等は

そ れ ぞ れ 実

施。 

· プログラム全体の

定量評価等につい

て も 取 組 が 本 格

化。 

· 一部機関・制度間

でデータ共有と、そ

れによるファンディ

ング（審査）への活

用が開始。 

· 他機関・制度間との共有情報

を利用した、切れ目のないファ

ンディングの実現。 

· インプット～アウトプット～アウ

トカムを統合した分析で、機関

のミッションにより忠実な評価・

改善を実現。 

研 究 実

施 機 関 

· 断 片 的 な 分

析結果で、機

関 の 意 思 決

定 の 参 考 程

度に利用。 

· 一部機関において

は、IR 等の分析や

その結果の活用が

進展。 

· 内部・外部データを統合した分析（外部環境分析、ベン

チマーキング等）が本格的に実施され、機関の経営

力・研究力強化に貢献。 

（注）表頭で想定されている時期は大まかな目安であり、明確に区分されているものではないことに注意。 
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7.2 ファンディング機関におけるデータ共有のイメージとメリット 

ファンディングは、科学技術における最も基礎的なインプットの一つであるため、ファ

ンディング機関には科学技術イノベーション政策における極めて基礎的かつ重要なデータ

が集積することになる。こうしたデータを国全体で整合的に整備・共有することで、以下

のような重要なメリットが期待される。 

 

（１）「切れ目のないファンディング」の実現 

ファンディング機関の間で研究プロジェクト情報を共有することで、研究の進展に従っ

て同一研究者・テーマを切れ目なく支援することが可能となる。例えば科研費で実施され

た基礎研究が応用・開発研究へ進展する際に、科学技術振興機構や NEDO のファンディン

グへ円滑に移行できるような仕組みが確立することなどが期待される。 

（２）適切・適時なファンディング獲得による研究活動の円滑化 

上記を研究者側から見れば、自身の研究の進展に応じてファンディングを確保できるこ

ととなり、研究活動の円滑化、ひいては研究成果の質・量の拡大が期待される。 

（３）ファンディング業務の効率化 

過去の研究プロジェクト情報の共有や外部データベース（e-Rad、researchmap、各種の

文献データベースなど）との連携により、研究課題の審査における業務や作成ドキュメン

トの量を削減することが可能となる。これはファンディング機関と研究者双方の負荷を軽

減し、審査業務の効率化につながるものと考えられる。 

（４）政策の PDCA への活用 

ファンディング関連情報が整備・共有されることで、国全体の政策評価や政策課題の分

析、研究費ポートフォリオの俯瞰・検討などが可能となる。この結果として、科学技術イ

ノベーション政策の PDCA サイクル確立に資すること、研究費のより効率的・効果的配分

を実現することなどが期待される。 

 

ただし、こうしたメリットを実現するには、e-Rad、researchmap、各種の文献データベ

ースといったファンディング機関外部のデータと積極的に連携すること、ファンディング

機関間でデータを共有するための標準的なフォーマットを作成すること、科学技術基本計

画などとの整合についても考慮することなどが必要と考えられる。 
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図 7-1 ファンディング機関を中心としたデータ共有・連携のイメージ 
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7.3 データ・情報基盤構築における課題 

前節でファンディング機関がお互いにデータを共有することのメリットについて述べた。

本節では、ファンディング機関から日本全体に視野を広げてデータ・情報基盤のあるべき

姿を検討する。ファンディング機関間のデータ共有にも「e-Rad との連携」の必要性が指

摘されたが、①ORCID の国際的な動向を踏まえて e-Rad についてさらに踏み込んで議論し

た。②科学技術関連の資金における人件費の重要性とその把握の現状について議論した。

③データを継続的に収集できる仕組み作りの重要性について指摘した。④基本政策を推進

するに当たり指標による評価が新たに取り入れられたが、その注意点について再確認した。 

 

（１）研究者情報に関する ORCID 等の国際的な動向と e-Rad 等の国内の動向   

ORCID の目的は、研究者プロフィールを含むあらゆるシステムのソースとなる情報を研

究者自身によって提供し、これにより研究者の入力負担を軽減することである。ORCID の

利点は、① 研究者にとって自明である自身の姓名表記や所属機関、業績などの情報を自ら

レジストリに登録し、それらの情報を必要とする第三者（ORCID メンバー機関）に対して

開示できること、② 論文の投稿時や助成金の申請時に ORCID 識別子をあらかじめ提示す

ることにより、出版社や助成機関がアウトプット情報に ORCID 識別子を含めることができ

ると同時に、様々な場面での研究者の入力負担を軽減できる、ということである。 

 2016 年 1 月には PLOS や IEEE などの著名な出版社が、論文投稿時に ORCID 識別子の

提示を義務化することを表明した。これに賛同する出版社は増加しつつあり、ORCID がさ

らに急速に普及する可能性がある。 

このような国際的な動きに対して、日本では KAKEN、researchmap 等の改良に加え、

e-Rad が 2016 年度に改修の時期を迎える。NISTEP の主催する「関係機関ネットワークの

会合」にも e-Rad の内閣府、文部科学省の実務担当者に出席いただき意見交換している。 

e-Rad では、科研費など政府に研究費の申請をする際、e-Rad のシステムを通す仕組みに

なっている。そのため、申請時に申請者の研究者情報等を把握することできる。一方、成

果情報については、そのようなプロセスに組み込まれていないので十分に情報が収集でき

ておらず、e-Rad の問題点として認識されている。 

e-Rad の特筆すべき点は、その把握率、精度においてである。すなわち、e-Rad への登録

は、申請者の所属する機関が行う（所属する機関がない場合には、文部科学省の担当部署

が行う）ので、申請した研究者を全て把握でき、しかも正確な情報を集積できる。これは

ORCID の認証コンセプトと同じであり、把握率、精度においては ORCID を上回るレベル

にあると言えよう。関係部署の方々には個人情報保護等の解決すべき点を乗り越え、分析

可能な情報を提供いただけるよう是非ともお願いしたい。 

 

（２）政府研究開発資金における人件費把握の重要性 

前節までは政府研究開発資金のなかで、特にファンディング機関を通じた競争的資金に
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ついて述べたが、運営費交付金などの基盤的経費に含まれる人件費も重要である。しかし、

NISTEP、JST/CRDS 等では人材に関する情報を含めて分析したいがこれらを把握できな

いのが現状である。すなわち、人材に関しては、職位に加えてどの資金で雇用されている

のか、週何日働いているのか、といった基本的な情報から分析を始めたいが、そういった

情報は現状ではどこからも得られない。科学技術関連予算の相当部分が人材の雇用に使わ

れているにもかかわらず、分析したい情報が得られないというのは大きな問題である。一

方、それらのデータは、各大学の人事が把握しているものであり、もしそれを集めること

ができれば、国内の人材配置について URA（University Research Administrator）も含め

てかなり把握できるようになる。匿名化された情報、あるいは一定の基準で分類された集

計値でも十分分析できるので、関係部署にはぜひ対応していただきたい。 

 

（３）行政部署における自律的なデータ蓄積システム構築の必要性 

行政部署で自然にデータが集積される仕組みを構築することが必要である。新たな案を

提示しても、担当者の業務負担が大きい場合には、なかなか進まない。すなわち、行政内

部でのフィージビリティースタディ（実現可能性の検証）が重要である。特別のアクショ

ンをしなくても、自然にデータが集まってくるような、「自律的なデータ蓄積システム」を

構築すべきである。 

行政側では、貴重なデータを集積しているが、残念ながら施策策定に活かされていない。

分析を希望する NISTEP などの機関にそれらのデータが開示されることを望む。しかし、

それ以前に、行政の内部でもデータを相互に活用していないように見受けられる。データ

を相互に活用していくには、紙媒体から電子媒体への変更も重要である。 

データサイエンスを推進する文部科学省は、まさに、率先して行政のなかでこれを推進

する体制を構築するように努めるべきである。 

 

（４）指標の収集・分析の適切な運用 

第 5 期科学技術基本計画では、科学技術イノベーション政策の推進に当たり、主要指標

を設け、それを補完する第 2 レイヤーの指標を探索し用いていくという方針が決まった。

これはエビデンスに基づく「政策のための科学」の推進にとって、大きな進歩と言えるだ

ろう。他方、基本計画でも指摘されている通り、「指標の数字のみにとらわれ過ぎないよう

に注意し、関連する政策の実施状況やその効果等を把握し、政策改善につなげ」たい。例

えば、指標収集に負荷がかかり、今まで以上に、過去の経緯の分析に注力しすぎる（レト

ロスペクティブ）懸念が指摘されている。（３）の自律的なシステムの構築に通じることで

あるが、作業をどう日常の仕事のなかに埋め込むか、ということを示唆することが重要で

ある。 
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